
１．１ ミリ波を使うのに「マイクロ波ロケット」？
１９９４年に日本原子力研究開発機構那珂研究所（現量子科

学技術研究開発機構）にて完成したエネルギー回収型大電

力ジャイロトロンは 600 kWの大出力ミリ波発振器で，核

融合炉加熱の用途以外にも応用が期待された［１］．そこで

宇宙推進技術への応用をめざし，２００１年にこのジャイロト

ロンから射出されるミリ波ビームを大気中にて集光し，そ

の焦点付近にプラズマを点火（空気の絶縁破壊）すること

に成功すると共に，それに続く高速な放電伸展を確認し

た．当時は，高周波でのプラズマ生成には減圧雰囲気が不

可欠との先入観から，大気放電の実験提案をした我々も若

干及び腰であったが，意外と容易に点火・放電に至った．

そこで翌年，従来の化学ロケット打ち上げシステムに代わ

る新しいシステムの開発をめざし，その爆発的な加熱によ

る圧力上昇を利用した推進器を製作して推力測定実験を

行った結果，先行して開発されていたレーザー推進器に劣

らない推進性能を得ることができた［２］．

この結果を元に記者会見を行うことになったが，その際

「ミリ波とは何か」というところから説明が求められた．当

時ミリ波を利用したものが身近になかったため，電子レン

ジで使われるマイクロ波と同じようなものという説明を行

うことになり，「マイクロ波打ち上げロケット」と題して

会見を行った．厳密にはマイクロ波でもないしロケット推

進でもないが，その後適当なネーミングを怠り，「マイク

ロ波ロケット」という名称で論文を書き続けて現在に至る

［３］．

１．２ ロケット研究者は何をめざす
静止軌道に多量の物資を安価で運びたい．これは数万ト

ンと見積もられる商業用宇宙太陽発電衛星を宇宙に展開す

るために不可欠な要請［４］でもあるが，その先には安価な

打ち上げ・宇宙輸送システムの実現によって本格的な有人

宇宙活動の基礎となるインフラを整えたいという夢があ

る．

ロケット研究者の究極の目標は燃費ゼロ．それに近づく

ために宇宙エレベータや核融合・反物質対消滅を利用した

推進器など様々な先端的システムの研究［５］が行われてい

るが，もし飛行中に推進エネルギーと推進剤を外部から調

達できれば，燃費ゼロが達成可能である．そこでレーザー

やマイクロ波のビームを用いて遠隔に推進エネルギーを供

給する無線エネルギー伝送技術［６］がひとつの重要な要素

技術となる．

ロケット科学者A. Kantrowitz は１９７２年にすでにレー

ザービームを用いて地上から推進エネルギーを供給する打

ち上げ方式を提唱している［７］．近年は，マイクロ波やミ

リ波を用いた電気・電子機器や車・飛行体への無線エネル

ギー伝送へと広がりを見せており，本小特集第２章「ミリ

波ビームの空間伝送技術と無線電力伝送への応用」にて，

同技術に関する最近の研究動向を解説いただいた．

１．３ レーザーか，ジャイロトロンか
レーザー光は指向性（直進性）が高く，宇宙推進への応

用に適している［８，９］．エネルギー効率が良いとか，クリー

ンで安全といった利点は魅力的であるが，レーザー発信基

地建設費が膨大で，打ち上げシステムが安価に仕上がると
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は言えない．一方，ミリ波の指向性はレーザーに劣るが，

ジャイロトロンはマグネトロンに似た真空管技術を基礎と

していて，レーザー装置に比べて数桁安価に製造できるこ

とが一番の魅力である．

既存の化学ロケット打ち上げシステムとのコスト比較を

行うには，先ずミリ波に乗って宇宙に行くシナリオを描

き，必要なビーム出力を算出して，ビーム発信基地建設費

を含めた総合的なコストを評価しなければならない．

大気を推進剤として取り込みながらの推進は，速度・高

度・推力・空気抵抗の間に絶妙なバランスがあり，適切な

軌道（高度と速度の関係）を見つける必要があるが，仮想

出力源を地上に置くので理論上はどんな軌道も実現可能で

ある．打ち上げ最中の最大ビーム出力を最小とする最適化

後に想定されるジャイロトロン出力は，100 MWから

100 GW（史上最大のロケットであるサターンVと同程度

の出力）と非常に大きい．本小特集第５章「マイクロ波ロ

ケットシステムのためのビーム発振設備への要求」におい

て，そのシナリオおよび出力算出根拠が示されている．

１．４ ギガワット出力ジャイロトロン基地建設
メガワット出力ジャイロトロンを束ねてギガワット出力

のビーム発信基地を作ることができれば，未知なる技術の

進歩を仮定する必要もなく，量産による価格低減も期待で

きる．次世代の核融合原型炉DEMO計画では100 MW出力

のジャイロトロン群の建設が検討［１０］されているが，それ

を越える出力のジャイロトロン基地はどのようなものにな

るのか，本小特集の第３章「ギガワット出力ミリ波ビーム

源開発のための技術課題」で専門家に絵を描いていただい

た．多数のジャイロトロンを同期して発振させる技術の開

発はこれからの課題である．一方で，基地建設にどれだけ

のジャイロトロン需要が見込まれるかということも示され

ており，大出力発振器研究のさらなる発展，および市場の

拡大を期待させるものである．

１．５ さいごに
基礎研究から打ち上げサービスに至るには，いわゆる魔

の谷，死の谷を越えダーウィンの海に乗り出す必要があ

る．小さいモデルから実現していくことが現実的である

が，最近は多額の開発費を投入する前に，数値計算を駆使

して計算機上で打ち上げを行い，最適化およびスケール

アップを図ることも有用である．

本推進システムにおいて最も重要な物理機構は，ミリ波

エネルギーが流体の圧力に直接的に変換される爆轟という

現象である．ミリ波放電伝播の研究が初めて報告されたの

が１９８８年頃であり研究の歴史はまだ浅いが，レーザー放電

との相似性もあり，その物理モデルの構築，数値シミュ

レーション技術は急速に進歩しており，本小特集第４章

「ミリ波放電の物理とマイクロ波ロケットへの応用」では

最先端の研究を紹介いただいた．

放電の物理の他に，空気吸い込み機構設計，爆轟エンジ

ンサイクル最適化，ミリ波集光器設計，耐熱設計，軌道姿

勢修正機構など，多くのことが計算機上で検討可能であ

る．さらに電磁波干渉や安全性など対策を行って，適当な

時期に最初の打ち上げ試験に挑みたい．
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２．１ はじめに
マイクロ波ロケットの最大の利点は，ビームによる外部

からのエネルギー供給により，エネルギー源と機体を分離

できる点である．そのため推進剤が持つ化学エネルギーに

制限されず高い比推力（低燃費）を実現できる．機体周辺

の大気を推進剤として利用すれば，ロケット搭載燃料を理

論上はほぼ０にできる．電磁波を利用した航空宇宙機への

外部エネルギー供給というコンセプトは，ビーミング推進

（Beamed Energy Propulsion）研究として様々な推進方式

が提案されている［１］．レーザーやミリ波など周波数の高

い電磁波による送電方式の魅力はビームの指向性とエネル

ギー密度の高さであり，特にレーザーを使った実験では近

畿大河島らや東工大矢部らによる小型模型飛行機での実証

実験が行われている［２，３］．ビーミング推進以外では，マイ

クロ波の他，近年では磁界共鳴現象を利用したワイヤレス

給電研究も盛んである．最近では携帯電話や自動車など身

近な移動体への応用研究・開発が盛んに進められている

［４］．

本章では，ミリ波を地上基地からロケットまで空間伝送

する技術とその応用技術について述べる．マイクロ波ロ

ケットシステムの構成要素は地上送電施設と受電部である

ロケットに分けられる．地上ビーム送電は，主に発振設備，

ビーム結合施設，蓄電施設，送電アンテナから構成される

システムが提案されている．現状では発振設備としてMW

級ジャイロトロンをクラスタ化し，ビームを結合させて

GW級のエネルギーを得ることが想定されている．打ち上

げ数十秒の間にGW級の電力を供給するため，フライホ

イール等の蓄電施設の使用が想定される．送電アンテナに

はミリ波通信に利用される巨大なパラボラアンテナが検討

されている．受電システムは小紫らの大気放電による衝撃

波を利用した推進方式の他に Parkin らの提唱する推進剤

加熱方式やアンテナと整流器を利用して電気的に推力を得

る方式が提案されている［５‐７］．以下では，ミリ波空間伝送

技術および受電技術についてそれぞれの要素課題と研究動

向を述べる．

２．２ 電磁波ビームを使った長距離無線電力伝送
電磁波は大気中を伝搬する際，酸素分子，水蒸気や他の

大気中成分によって減衰する．特に酸素分子や水蒸気の共

鳴周波数付近ではこの減衰が一段と大きな値となる．図１

に海抜 0 mでのマイクロ波（1～350 GHz）の乾燥空気と水

蒸気による大気減衰を示す［８］．特に 24 GHz，60 GHz，

183 GHz では吸収のピークが見られる．したがって，大気

中のミリ波伝送に最適な周波数は 35 GHz，94 GHz，

140 GHz，220 GHz であり，一般に大気の窓と呼ばれてい

る．水蒸気による減衰を避けるため，マイクロ波ロケット

打ち上げには乾燥し天候の安定した射場が求められる．射

場の高度は，標高が高いほど大気が薄くなるため減衰の点

小特集 ミリ波ビームが飛ばす“マイクロ波ロケット”
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では有利である．一方で，大気を推進剤とする場合では空

気取り込み量が低下するため，機体が十分に加速されれば

ラム圧縮により補完することも可能だが，推力低下を引き

起こす可能性がある．

地上送電アンテナからマイクロ波ロケットまで，ミリ波

は自由空間の基本伝搬モードであるガウシアンビーム

（TEM００モード）で伝送される．ビーム形状として，地上

の送電アンテナと機体上の受電アンテナのサイズが等しい

平行形状と，巨大な送電アンテナを用いて機体上に集光す

る集光形状が考えられる．

平行形状の場合，図２のようにビームスポット径が最少

となるビームウェスト位置を要求される伝送距離の中間と

する．ビームウェスト位置からビームがほとんど平行と見

なせるレイリー長��までビームを伝送させるとすると，全

体の伝送距離はレイリー長の２倍に等しくなる．この時，

必要な送受電アンテナの半径はビームのスポットサイズと

等しいとすると，ビームウェストの ��倍となる．このビー

ム形状では，送電側で，ビーム径の調整やトラッキングが

不要となり，ビームの制御系が簡潔になる．ビーム軸と機

体軸の調整は機体側で行われ，機体はビームに乗っている

かのように進んでいく（ビームライディング）．ただし移

動体におけるビームスポット径は機体形状による空気抵抗

を最小限にしつつ，長い伝送距離を確保するという制約を

持っている．図３に伝送距離に対して要求される受電半径

を示す．100 GHz 帯であっても，高度 30 km程度で 5 m

以上の受電半径が必要となる．そのため，平行形状は多段

ロケットの一段目の様な，要求される伝送距離が短い場合

に適用される［９］．また斜め方向に照射する場合は，大気

による屈折を考慮して光路を決定する必要がある．大気の

屈折率は場所，季節，時刻，周波数によって異なるため，光

路を正確に求めるためには屈折率分布の測定が必要であ

る．

一方，集光形状では，地上側で巨大な伝送アンテナが必

要となるが，機体上の受電径を小さくできるため比較的長

距離の電力伝送が可能となる（図４）．図５に伝送距離と

地上の伝送アンテナ半径（ビームスポットサイズ）の関係

を示す．このビーム形状では，機体の飛行高度ごとに要求

される送電アンテナ径が異なるため，機体高度をフィード

バックしたビーム制御が必要である．このビーム制御の手

法については次章で紹介される．また垂直打ち上げであっ

ても，機体上に集光させるためには大気による屈折の効果

を考慮する必要がある．

大気の上層部には，空気がプラズマ状態になっている電

離層が存在する．電離層とミリ波の相互作用は太陽光発電

衛星（SPS）の分野で，発電した電力を地上に送電する目

的でよく研究がなされている．電離層で反射されるのは周

波数がおよそ 10 MHz 以下の電磁波であり，100 GHz 帯で

あれば反射はほとんど発生しない．しかしビーミング推進

では，SPSで想定されている電力密度 103 W/m2 から

101 W/m2 より桁違いに大きい 107 W/m2 から 108 W/m2

程度の電力密度が想定される．このように電力密度が高い

図１ 海抜 0 mでのマイクロ波の乾燥空気と水蒸気による大気減
衰（圧力 1,013 hPa，温度１５℃，水蒸気圧 7.5 g/m3）．

図２ 地上ビーム設備―ロケット間のビーム形状（平行形状）．

図３ 平行形状での伝送距離と機体側の受電アンテナ半径（ス
ポットサイズ）．
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場合，３波共鳴現象，熱的自己収束現象など非線形相互作

用が発生する．これらの対策として，機体側からターゲッ

ト光を地上に向けて照射し，補償光学を用いて伝送ビーム

の位相補償を行うことなどが考えられる．

大気が絶縁破壊を起こす電力密度は，ミリ波の周波数及

び高度によって異なる．Liu らの提案した空気の絶縁破壊

モデルを用いて標準大気を仮定して計算すると，圧力の低

下により，94 GHz ではおよそ高度 25 km付近で最低値

6×108 W/m２を持つことがわかる［６，１０］．伝送ビームの光

路全体に渡る電力密度は，この値より十分低くなるよう制

限される．

従来，ミリ波以上の周波数帯域は利用者がごく限られる

フロンティアの扱いであったが，近年のミリ波帯の発振・

検出・応用技術の進展に伴い様々な利用可能性が提案され

ている．今後，新しい利用形態への国民的な要望に応じた

周波数割り当ての見直しがあれば，エネルギー伝送用途も

その検討に含まれることが期待される．

次に地上の実験系における無線電力伝送技術について述

べる．核融合の分野では，ビーミング推進で要求される電

力レベルに及ばないものの，炉心プラズマの中心加熱，電

流駆動，プラズマのMHD不安定性の抑制を目的に，

数MWから数十MWのミリ波電力をプラズマに伝送して

いる．国際熱核融合実験炉（ITER）計画では，MW出力の

170 GHz ジャイロトロン２４本と，そのパワーを真空容器ま

で導く伝送系２４ライン，上出力ポート（４機）と水平出力

ポート（１機）に設置するアンテナ（通称，ECランチャー）

から構成される電子サイクロトロン加熱電流駆動（ECH/

CD）システムを用いてプラズマへ 20 MWの電力を入射す

る計画である［１１］．ITER計画では，ランチャーまでの電

力伝送はコルゲート導波管で伝送されるが，ドイツのヘリ

カル型核融合炉Wendelstein 7-X では，140 GHz，10 MW

のミリ波を，ランチャーまでのラインも含め，ミラー系を

用いて準光学的に伝送している［１２］．

マイクロ波ロケットにおける長距離伝送試験は，２００８年

に初めて行われた．図６にその伝送試験の写真を示す．実

験では伝送用のオフセットパラボラミラーを用いて，伝送

ビーム半径を 20.4 mmから 120 mmに拡大し，モデルロ

ケットに向け水平に照射した．モデルロケットは直径

60 mmの円筒型である．伝送されたビームを受電するため

モデルロケットには受電ミラー系が取り付けられている．

受電ミラー系は２枚の放物面鏡の組であり，まず半径

140 mmのミラーで伝送ビームを受け集光し，もう一枚で

平行光にしてモデルロケットに導いている．試験ではミリ

波電力400 kW，パルス幅0.4 msにおいて，伝送ミラーから

機体までの距離が 1 m，3 m，5 mの点でプラズマ放電に成

功し，繰り返し周波数 100 Hz でおよそ 3.0 N の推力を得た

［１３］．

図４ 地上ビーム設備―ロケット間のビーム形状（集光形状）．

図５ 集光形状での伝送距離と地上の伝送アンテナ半径（ビーム
スポットサイズ）．機体受電半径 2.5 m．

図６ ミラー系を用いた長距離伝送試験．
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ミラー系を機体に搭載する手法は，重量の点で不利であ

り，またモデルロケットからの排気がミラー系に衝突する

などの欠点があった．そこで図７に示すようなテーパ管型

集光器が提案された．この集光器は光学的にミリ波の反射

が無いよう設計されており，モデルロケットに直接接続さ

れる．２０１２年に行われた伝送試験では，このテーパ管型集

光器を用い，600 kWのミリ波電力にてプラズマの着火及

び推力生成に成功している［１４］．

２．３ 送電側システム
２．３．１ 地上施設の概要

マイクロ波推進に求められる大電力を達成するには複数

のジャイロトロンをクラスタ化する必要がある．これは

ジャイロトロン１基当たりの出力電力が，出力窓や本体の

熱負荷により理論的最大値でも5MW程度に制限されるこ

とに起因する．複数のビームを長距離伝送するには，ビー

ムの結合技術が不可欠となる．上述した核融合の分野では

主にインコヒーレントビーム結合によって複数のジャイロ

トロンから照射されたミリ波を炉心プラズマに照射してい

る．これは干渉が発生しないことを期待して複数のビーム

を独立に直接照射することであり指向性に乏しいため km

オーダーの電力伝送には適さない．周波数が数GHz程度の

マイクロ波を用いた電力伝送では，フェーズドアレイシス

テムにより各発振器の位相を制御しビームを結合するコ

ヒーレントビーム結合が行われている．この手法ではマス

ターとなる発振器の位相に対してスレーブ発振器の位相を

ロックする技術が重要である．ジャイロトロンでは，内部

の空洞共振器中で電磁波の位相を制御することが難しく，

特殊な光学系を用いてマスターシグナルを共振器に入射す

る必要がある．またジャイロトロンをフェーズロックする

マスターシグナルに要求される信号強度及び安定度，さら

に周辺に発生するサイドローブも問題となる．

米国ではParkinらが，電磁ビームロケットの一種として

ミリ波を用いて地上からエネルギーを伝送し，推進剤を流

したチューブ状の熱交換器で推進剤を加熱する手法を提案

している．Parkin らはミリ波の電力伝送手法としてビーム

結合ジャイロトロンの周波数をわずかに変え，回折格子に

入射し周波数毎の回折角度の違いを利用して一本のビーム

に結合するスペクトルビーム結合を提案している［１４］．ス

ペクトルビーム結合は位相制御が不要となるが，ジャイロ

トロンの周波数安定性が問題となる．また電力密度を抑え

るためマイクロ波推進に求められる電力を達成するには巨

大な伝送路が必要となる．

このように大電力ミリ波ビームの結合には課題が多く今

後の技術革新が必要である．

２．３．２ 送電アンテナの検討

最長で 100 kmを超える長距離のエネルギー送電を実現

する送電アンテナは，必要なビームサイズを十分にカバー

できるスケールが必要となる．前節図３で示される 50 km

以下の伝送に必要な半径 10 m未満スケールのビーム送電

にあたっては，適切なビームプロファイルを構成するため

にスポット径の少なくとも３倍以上のスケールのアンテナ

が必要であり，直径50 m程度のアンテナが想定される．こ

れば，深宇宙探査機用の通信アンテナと同程度であり，構

造・機構については現状の技術で実現できると考えられ

る．

アンテナの形態として，パラボラアンテナのような単一

の放射エレメントからの出力を巨大なビームに広げる反射

鏡方式と，多数の放射エレメントを用いたフェイズドアレ

イアンテナ方式に分類される．反射鏡方式では，長距離伝

送に必須となるコヒーレント性の高いビームプロファイル

を得ることが比較的容易であるが，MWからGW級の高出

力の場合，主反射鏡から集光されるエレメント近傍のパ

ワー密度が極めて高くなるため気中放電の発生が問題とな

る．一方，フェイズドアレイアンテナ方式では，エレメン

ト間の位相制御が重要な技術要件となるが，これが実現で

きる場合にはビーム角度の調整を機械的機構に頼らずに実

現できる．また，エレメントがアンテナ面上に広く分布す

るためパワー密度を低く抑えることが可能となる．

ビーム伝送距離が長いケースや，より小型のターゲット

にビームを集光させるような場合には，エレメントの強

度・位相をともに制御するアクティブフェイズドアレイア

ンテナが有効であると考えられる．エレメントの強度・位

相を制御することでアンテナ面での複素電界を動的に操作

し，集光位置をロケット本体に追跡させることも可能とな

り，空力抵抗が少ない小断面積の機体の適用や，打上地点

から軌道上まで推力を発生させるような打上シナリオな

ど，様々な可能性を広げることができる．アクティブフェ

イズドアレイアンテナを実現するには，位相のみならず，

エレメント間のパワー分配を動的に制御することが求めら

れるため，大電力ミリ波におけるパワー制御技術の確立が

ブレークスルーとなると予想される．

２．４ 受電側システム
２．４．１ アンテナと整流器によるエネルギー変換

アンテナと整流器を利用した無線電力伝送研究は，宇宙

太陽光発電衛星や最近では身近な電波から発電するエネル

ギーハーベスティング分野で進められてきた．後述の放電

や加熱方式に比べて低エネルギー密度であるが，ロケット図７ テーパ型集光器を用いた長距離伝送試験．
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以外の様々な移動体への応用が期待できる．これまでの移

動体への研究例としては，カナダで地上から小型飛行機へ

の送電実験（SHARP）［１５］が報告されており，京都大学な

どが中心となって進められた模型飛行機や飛行船への送電

実験［１６］やMAVへの無線送電研究［１７］などがある．

上述の研究は2.45 GHz帯のマイクロ波を中心とした研究

であり，この分野においてミリ波帯はほとんど注目されて

いない．ミリ波帯無線給電では波長が比して短く，受電回

路を小型できるため，高密度な給電が可能となる．マイク

ロ波に比べて回路損失が大きいこと，加工しづらさなど欠

点はあるが，移動体への給電を考えるとミリ波帯は魅力的

である．

図８に我々が作成したミリ波帯 94 GHz で動作する整流

器と図９にその性能比較を示す．回路全長が 5 mmにも満

たないため半導体微細加工技術を利用して試作した．図左

より導波管からマイクロストリップ上にRF入力し，フィ

ルター，ダイオード，フィルターを介してDC出力される．

104 mWのRF入力に対し整流効率４６％が得られており，既

存のミリ波帯整流回路（図９）と比較しても整流器単体で

はあるが，周波数と効率の観点で遜色のない性能が得られ

ている［１８］．ミリ波帯送電を利用することで超小型航空機

（MAV）やドローンなど駆動時間に制限のある移動体への

給電が可能となる．また近年航空業界では航空機電気化へ

の動きがあり，技術的なネックとしてバッテリーのエネル

ギー密度が化石燃料に比べて極端に低いことがあげられ

る．無線給電を用いれば航続の長距離化や電気飛行機の実

現に貢献できる．

２．４．２ マイクロ波支持デトネーションを介したエネル

ギー変換

電磁波による放電を用いた推力生成手法は，１９７２年に

レーザーの波長帯でKantrowitz によって提案された

［１９］．その後，ミリ波帯の発振器ジャイロトロンの開発に

よって１９８０年代頃から後述の熱交換型を含めたマイクロ波

推進の検討が進んだ（ビーミング推進の分野では，大別と

してレーザー推進とマイクロ波推進に別れ，ミリ波帯を用

いた場合でもマイクロ波推進と呼ばれる）．またミリ波帯

の放電の研究も同様に１９８０年代から行われるようになっ

た．

２０００年代に入り，中川ら，小田らによってミリ波放電を

用いたマイクロ波推進の実験的研究がなされ，100 g 程度

の小型モデルロケットの打ち上げが行われている［２０］．実

験に用いられた小型モデルロケットは方端の閉じた円筒型

で閉管端にプラズマを着火するための集光器が搭載されて

いる．集光器にはパラボラミラーや円錐ミラーが用いら

れ，集光をサポートするためのネジが集光部に取り付けら

れている．マイクロ波は開放端より入射し，集光器の集光

点で絶縁破壊によりプラズマを着火する．着火したプラズ

マは後続のマイクロ波電力を吸収しビーム源に向かって衝

撃波を伴って伝播していく．この衝撃波後面の高圧により

機体は推力を得る．この加熱面（電離波面）と衝撃波が等

速で伝搬する現象は，衝撃波固定系で定常状態を仮定する

と，燃焼におけるデトネーションと同様の方程式系で表す

ことができるため，マイクロ波支持デトネーション

（MSD）と呼ばれる．ただし単位時間ごとにデトネーショ

ンの波面に流入するガス質量に比例した入熱がある燃焼と

異なり，マイクロ波支持デトネーションでは入射電力と電

離波面伝播速度及び吸収率の関係式が無いと入熱量を求め

ることができないため，実験式や，加熱面背後で熱閉塞と

なるチャップマンジュゲ状態を仮定した解析が行われる．

電力密度が低下すると衝撃波速度より電離波面速度が遅く

なり離れて伝搬していく．この状態は入射電力に対し推力

性能は低くなるため，避けなければならない．この状態は

燃焼におけるデフラグレーションとは全く異なり，定常現

象ではなく容易には解析できない．このように入射電力密

度はマイクロ波支持デトネーションを介したエネルギー変

換において非常に重要な要素となる．図７にあるような

テーパ形状のミリ波集光器ではミラー型に対し軽量となる

ものの，推進機内部の電力密度が変化し推力性能に影響を

与える．

ミリ波放電の観点では，マイクロ波ロケット内部の放電

は入射マイクロ波電力密度が電離閾値より極端に低いサブ

クリティカルと呼ばれる状態にある．この状態の放電現象

は加熱によるプラズマ周辺のガス密度の低下に密接に関係

している．このミリ波放電の物理は本小特集の第４章で詳

細に説明される．

推進機外部に排気されたプラズマは推力生成に貢献しな

いので，プラズマの電離波面が推進機の開放端に到達した

時点で，マイクロ波をカットオフする．その後推進機内部

のガス（空気吸い込み式では大気）を換気し，再度マイク

図８ 開発した 94 GHzミリ波帯整流回路．

図９ マイクロ波・ミリ波整流器開発の動向．
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ロ波を照射する．このサイクルを繰り返すことで機体を加

速する．推進機一機当たりのデューティ比は電離波面伝播

速度及び推進機長，そして推進機の換気時間で制限され

る．このためこの制限を超えてマイクロ波のデューティ比

を上げるには多気筒が必要となる．

またこの電離波面の伝搬を用いてパルス駆動型の電磁流

体（Magneto-Hydro Dynamics）発電を行うことが可能で

ある．レーザー誘起の放電デトネーションであるレーザー

支持デトネーションを利用したレーザー支持デトネーショ

ン駆動MHD発電は既に実証され注目を集めている．この

MHD発電はビーム推進の利点であるエネルギー供給源と

消費システムを分離できる点を有し，無線電力伝送を可能

にする．発電プラントにおける加熱器，圧縮機が不要とな

るため軽量な発電システムを構築することができる．東京

大学の松本らは希ガス中に炭酸ガスレーザーを利用してプ

ラズマを生成し，世界で初めて発電技術実証実験に成功し

ており，更なる大電力・高効率化が期待される［２１］．

２．４．３ 熱交換器を介したエネルギー変換

水素の熱交換器を利用したロケット推進手法は，１９５０年

代から１９７０年代にわたって核熱を使ったロケットとして米

国のNuclear Engine for Rocket Vehicle Application

（NERVA）プログラムで研究が行われ，化学推進ロケット

エンジンでは成し得ない８５０秒もの比推力を生み出せるこ

とが実証された．Parkin らの提唱する推進剤加熱方式では

核熱の代わりにミリ波を熱交換器に照射して推進剤を加熱

する．

この推進手法を用いるロケットはマイクロ波熱ロケット

と呼ばれ，機体の側面にフラットな熱交換器を取り付け，

水素を推進剤として加熱する．熱交換器の材料には熱の上

限の他，ミリ波周波数に対する材料の誘電率による制限が

課せられる．現状では熱交換器としてセラミックが用いら

れ，将来的には軽量で性能の良い酸化グラフェンを用いる

ことが検討されている［６］．またレーザーの周波数帯でも，

同様に熱交換器を用いた推進手法が提案されている．近年

では安価で高出力が得られるファイバーレーザーが登場し

てきており，名大森らは 100 kW級ファイバーレーザーを

利用した推進剤加熱型レーザー推進器の開発を進めてい

る．原理としては推進器内部の熱変換用の金属製ポーラス

を外部照射レーザーで加熱し，推進剤の水素を加熱する．

既に数 kW級レーザーでの実験に成功しており，今後の展

開が注目される．

２．５ まとめ
ミリ波ビームの空間伝送及び無線電力伝送について説明

し既存の研究について紹介した．無線電力伝送をロケット

推進に用いるには，これまでにないほど大電力密度のビー

ムを超長距離まで伝送する必要がある．本章で紹介したよ

うに，伝送ビーム形状，伝送電力，伝送施設及び受電・エ

ネルギー変換方法はロケットの要求に合わせ様々な解が存

在する．小型ロケットに特化するのか，大型ロケットを打

ち上げるのか，１段ロケットか多段ロケットか，一日の打

ち上げ頻度，応用性，コスト，周辺の安全性，etc，実現性

を見定めながら，これからの議論が必要である．
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３．１ はじめに
ミリ波ビームから推進エネルギーを得るマイクロ波ロ

ケットが提案されている．マイクロ波ロケットは，地上に

建設したビームの発振源から大電力のミリ波ビームをロ

ケットに送ることにより長期にわたって繰り返し使用可能

な打ち上げシステムとして，従来の打ち上げロケットの概

念を大きく変えるもので，宇宙開発のネックである高コス

トの打ち上げ費用を大幅に低減させることが期待できる

［１，２］．このような打ち上げシステムの基盤となるビーム

発振源として，打ち上げに必要とされる膨大なミリ波パ

ワーを発生・制御できるシステムが必要になる［３‐５］．必

要なパワーレベルは，打ち上げシナリオにより異なってく

るが，小型の衛星打ち上げを想定した 30～50 MW程度か

ら，現在の大型ロケットと比肩する規模を想定した 200

GWまで，さまざまな提案がなされているが，いずれのシ

ナリオであっても，現在世界に存在するミリ波帯発振設備

とはまさにけた違いに大きな設備となり，全システムのな

かで，最も大きなコストを占めるとともに，現在の技術レ

ベルでの実現性はおろか，基本的な研究もほとんどなされ

ていないのが実情である．そのシステムの心臓部となるの

がジャイロトロンと呼ばれるミリ波帯のマイクロ波電子管

であり，その開発が大きな鍵を握ると言える．

本章では，現在もっとも成功している大電力ミリ波発振

技術であるジャイロトロンを使用することで，100 MWか

ら 1 GW程度の平均出力を持つ定常ビーム源を実現するこ

とができるかについて検討を行った．検討にあたっては，

ミリ波帯大電力ビームの最も先進的かつ大規模な利用用途

である核融合装置における電子サイクロトロン加熱システ

ムで実現されている様々な技術をベースとした［６，７］．と

りわけ，ITERの電子サイクロトロン加熱システムでは，

170 GHz／1 MW出力ジャイロトロンを２４台使用して

20 MWの出力を達成する計画であり，本章で検討する対象

に最も近いことから，その延長線上でのシステム構築を検

討した．

３．２ 大電力ミリ波発振技術
ジャイロトロンはサイクロトロン共鳴メーザー効果

（CRM）を利用したマイクロ波発振管の一種である．CRM

は磁界によるサイクロトロン運動を行う電子が，周囲の電

磁界との間でエネルギーの授受を行うことにより，その運

動エネルギーを電磁波に変換させることができる．CRM

によって発振できる周波数は，空洞共振器における磁場に

よって決定される．ジャイロトロンはこのCRMの特性を

利用することで，空洞共振器における発振モードを円形導

波管の基本モードであるTE01 に限定することなく，高次

モードと呼ばれる�，�が１よりも大きな値をとるTEm,n
モードで発振させることができる．ジャイロトロンは，波

長が短くなるとともに共振器サイズがともに小さくなり大

電力化が困難となる従来の電子管の問題点を，大型の空洞

共振器を高次の発振モードで動作させるという形で解決す

ることができ，高い周波数の大電力発振を実現している．

ジャイロトロンの発振モードの一例として，ITER用の

1 MW出力の170 GHzジャイロトロンではTE31,11というき

わめて次数の高い超高次モードを採用している．現在，日

本では28 GHzから300 GHzの領域でMWレベルの発振を

実現しており（図１），300 GHz 以上の領域でも kW級出力

を実現している［８‐１０］．

図２左はMWレベルのジャイロトロン管の写真で，ジャ

小特集 ミリ波ビームが飛ばす“マイクロ波ロケット”
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イロトロンの内部（図２右）は，下部の電子銃 Magne-

tron Injection Gun（MIG）から，周囲に配置した超伝導マ

グネットが発生させる磁力線に沿って空洞共振器に電子

ビームを入射する構成となっている．電子銃では，磁力線

に対する回転エネルギーを与えるために最適な電極配置を

設計して空洞共振器での発振効率を最大化させている．空

洞共振器では，超高次モードによって電磁波を発振させて

いるが，これをジャイロトロン外に出力させるために，

モード変換器を介して空洞共振器における高次モードから

ガウスビームに代表される空間中を平面波として伝播でき

るTEM波に変換させている．ジャイロトロン上部は，コレ

クターであり電子ビームを回収する役割を果たしている．

ジャイロトロンの電力変換効率は５０％程度であるため，

1MW出力管であれば，コレクターでの電子ビームのエネ

ルギー損失は 1MWとなり，大型のコレクターが必須であ

る．

ジャイロトロンからの出力ビームは，真空窓を通して出

力されるが，MWクラスの長パルス運転にあたっては，ダ

イヤモンド窓が唯一の選択肢となる．ダイヤモンドはミリ

波帯で低誘電損失特性を有することと，極めて高い熱伝導

によりその損失エネルギーを素早く窓周辺部へ散逸させ，

窓での熱の蓄積を抑えることが可能であり，数MW出力を

維持できる．

今日，大電力ミリ波の最大の利用用途としては，核融合

プラズマの電子サイクロトロン加熱への適用であり，大電

力ジャイロトロン開発の大きな原動力でもある．

そのほか，NMRの光源としての応用例があるが，パワー

レベルは kW程度である．また，MW出力としてはレー

ダーへの応用例があるが，パルス幅は極めて短い．

高出力かつ長パルスという大電力の用途としては，現

状，核融合プラズマ加熱に限られているといってよいであ

ろう．

３．３ ギガワット出力ミリ波ビーム源の開発要素
３．３．１ 全体構成

マイクロ波ロケットの打ち上げベースとなるビーム源を

構成するシステムとして，図３に示すように主要なものと

して出力源となるジャイロトロン，ロケットへの照射を行

うためのアンテナシステム，およびジャイロトロンからア

ンテナまでのRF電力を伝送させる伝送系が必要となる．

ビーム源全体の出力レベルとしては，数十MWレベルから

GWレベルまで，マイクロ波ロケットの打ち上げシナリオ

に即していくつかの要求レベルがあるが，現状のジャイロ

トロン開発技術の延長線上で2MWレベルのジャイロトロ

ンをベースとしても，数十台から数百台のジャイロトロン

をクラスター化することで必要なパワーを確保することと

なる．また，全体として必要なパワーレベルが極めて大き

いことから，各ジャイロトロンはその最大出力での運転が

必要と考えられる．このことは，フェイズドアレイのよう

にアンテナサイドからパワー制御の要求がある場合に，

ジャイロトロン出力を合成・分配する出力制御装置が必要

と考えられる．

３．３．２ 高出力ジャイロトロン

ジャイロトロンは，ビーム源のいわば心臓部というべき

機器であり，ビーム源建設のコストドライバーともいえ

図１ 日本の 14－300 GHz帯ジャイロトロンの開発状況．

図２ （左）筑波大学で開発されたOver1 MWGyrotronの外観図．
（右）ジャイロトロン内部の構造．

図３ ビーム源のシステム構成．
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る．ジャイロトロンは，本章前半で述べた通り，強力な磁

場を発生させる超伝導マグネットを使用することが必須で

あるため，コスト低減という点では単管当たりの出力を向

上させることが極めて有効である．ITERをはじめとした

大型核融合装置のジャイロトロンは1MW程度の出力を前

提としているが，高出力化の努力は筑波大学をはじめ多く

の研究機関で進められている．２０１７年現在，大電力ジャイ

ロトロンの出力は 2MWに到達しようとしており，

JT-60SA や LHD用ジャイロトロンでは 110 GHz/1.9 MW，

77 GH/1.8 MWで１秒のパルス運転に成功している［１１‐

１３］．

ジャイロトロンの高出力化にあたっては，ビーム電流の

増大に伴う不安定化を抑えるため，低分散の電子ビームを

発生させる高性能電子銃の開発，空洞共振器の熱負荷を下

げるために使用する超々高次モードでの安定発振の確立，

さらに長パルス運転でとりわけ重大な問題を生じる要因と

なるジャイロトロン管内の散乱RFの低減のための高性能

モード変換器の開発など，さまざまな課題が待ち受けてい

る．また，高出力化と運転コストの向上に寄与する電力変

換効率の向上も研究が進められており，コレクターにおけ

るエネルギー回収機構の多段化や，より高効率で発振させ

る条件の探求などさまざまなアプローチがとられている．

なお，繰り返しパルスによるビーム源を想定する場合，

同じピーク出力ジャイロトロンであっても，平均出力が定

常運転のシステムに比べて小さくなることから，散乱RF

の影響などは相対的に小さくなる．例えば，ピークで

2MW出力であっても，duty 比５０％のパルス運転であれ

ば，管内損失などの影響は 1MW出力ジャイロトロンと同

程度となる．コスト削減の観点から，マイクロ波ロケット

のビーム源用としては，2MW以上の連続出力のジャイロ

トロン開発が必要と考えられる．

３．３．３ 伝送系・出力窓

ジャイロトロンで発生させたミリ波電力をアンテナシス

テムから放射するにあたり，ジャイロトロン出力窓からア

ンテナの放射エレメントまでミリ波電力を伝送させる必要

がある．アンテナシステムのみで 100 mを超える超大型シ

ステムとなるビーム源においては，その伝送距離は少なく

とも 100 m程度を想定する必要があると考えられる．この

ような長距離伝送系においては，伝送系内での損失の影響

を考慮する必要があるとともに，損失を低減することが求

められる．損失が小さな伝送系としては，コルゲート導波

管を用いた伝送系と，準光学ビーム伝送を用いた伝送系の

２種類が存在する［１４］．コルゲート導波管は，大電力伝送

で必須となる波長より大きなサイズの導波管系において，

伝送損失を小さく抑えることが可能であり，多くの大電力

ミリ波用途で活用されており，とりわけ ITERの電子サイ

クロトロン加熱系においては，コルゲート導波管を用いた

160 m前後の伝送系の開発が進められている［１５］．導波管

の使用は，伝送断面積を比較的小さくとることが可能であ

る一方で，MWレベルの伝送には真空排気が必要になるな

どの制約を持つ．一方で，準光学ビーム伝送については，

ドイツのステラレーター型核融合実験装置W7-Xの電子サ

イクロトロン加熱系での採用されており，大気中での大電

力の長距離伝送を実現している［１６］．ただ，導波管系に比

べ伝送路断面が大型になる傾向がある．このように，両者

の伝送技術には，表１のように一長一短があるため，必要

な条件に合わせて適切な伝送系設計を行う必要があるとい

える．

導波管系を採用する場合，導波管内を真空排気して運用

するため，アンテナからの放射にあたっては窓が必要とな

る．核融合装置においては，入射装置直前の透過窓として，

ジャイロトロンの出力窓でも採用されているダイヤモンド

窓が使用されるケースが多いが，マイクロ波ロケットの

ビーム源のアンテナシステムでは，ジャイロトロン出力窓

に比べてパワー密度が格段に小さくなるため，アルミナの

ような比較的な低廉なセラミック材料の窓を使用すること

も可能となる．パワー密度に合わせた透過窓の選択は，

ビーム源の建設コストを抑える点で有効である．

３．３．４ アンテナシステム

マイクロ波ロケットの打ち上げベースとなるビーム源の

アンテナシステムに関する検討は，前章で触れられている

ため，本章では詳細に立ち入ることはしないが，システム

全体の方向性に影響を与える観点を簡単に指摘する．

100 km以上の長距離伝送に必要となる直径100 mを超える

巨大アンテナにあっては，GWレベルの出力であっても，

パワー密度は数十W/cm2程度にとどまる．そのため，フェ

イズドアレイアンテナのようなエレメント単位に給電する

方式を採用する場合には，伝送系内のパワー密度よりもは

るかに低いレベルでの給電を行うこととなるため，クラス

ター化された各ジャイロトロン出力をさらに分配する必要

性が生じる．一方で，単一エレメントを想定するようなア

ンテナシステムにおいては，逆に複数のジャイロトロンの

出力を単一の伝送路に合成する必要がある．いずれにせ

よ，フルパワーで動作するジャイロトロン出力をアンテナ

の設計条件に合わせて適切に配分する機能が，ビーム源の

アンテナシステムを構成するうえで必要になってくると考

導波管系 準光学系

アライメント精度

伝送系の変形
真空保持
電力密度
損失の発生
装置

アライメント精度の影響が小さい

導波管熱変形でモード成分が変化
大電力運転時は真空保持が必須
高電力密度が可能
大気吸収の影響なし
パワーモニター等に真空境界が必要

アライメント精度の影響が大きい
ミラー設置精度要求が高い
導波管変形の影響なし
真空保持不要
電力密度は相対的に低い
回折損失の発生
パワーモニターなど簡略化可能

表１ 導波管系と準光学伝送系の比較［１４］．
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えられる．

３．３．５ 出力制御技術

電磁波であるミリ波は，mWレベルの低電力において

は，マイクロ波と同様にパワー分配・合成をはじめとした

さまざまな出力制御コンポーネントが存在するが，大電力

での使用にはまだ大きな制約がある．とりわけ，MWレベ

ルにおけるコルゲート導波管や準光学ビームによる伝送路

で使用できる制御コンポーネント技術はまだ限られている

のが現状である．しかし，近年，共振回路を利用した出力

制御技術の研究が意欲的に進められている．とりわけ，

ジャイロトロン出力を異なる入射装置の間での高速切替え

を目的としたいわばスイッチ装置として，W. Kasparek ら

が開発したFADIS と呼ばれるスイッチ装置［１７］や，三枝

らによる大電力ダイプレクサー［１８］は，ジャイロトロンを

用いたMWレベルでの実証実験もなされている．これらの

装置は，主に核融合装置の電子サイクロトロン加熱系に

て，高速での入射アンテナの切り替えをめざして開発され

たものであるが，その特性としてMWレベルでのパワーの

合成や分配も可能であり，２台のジャイロトロン出力を合

成する実験報告もある．

パワー分配の研究は限られているが，スイッチングを行

う運転条件の中に挟まれた領域で，ダイプレクサー出力が

交錯する条件は存在しており，パワーの分配を実現できる

ことはすでに確認されている．

このような共振装置においては，共振回路に合わせて周

波数を制御することが前提となっているケースが多いが，

一方で共振回路を機械的に制御することで，周波数一定の

運転条件下でも出力制御をする方法も提案されている．

さらに，M. Petelin らにより共振回路を多段化する方式

が提案されており［１９］，多数にエレメントにパワーを分配

するための多数のポートを持つスイッチ装置として利用で

きるマルチプレクサーのようなパワー制御についても，一

定の技術的見通しがたっているといえよう．

３．３．６ ジャイロトロンのクラスター化

ビーム源に必要となる全パワーを賄うには，複数のMW

出力ジャイロトロンを組み合わせたクラスターを構成する

必要がある．このような複数台のジャイロトロンの組み合

わせは，電子サイクロトロン加熱系のほとんどのシステム

で利用されており，例えば ITERにおいては２４台の 1MW

出力ジャイロトロンにより 20 MWの入射電力を実現する

構成となっている．このような複数台のジャイロトロンを

組み合わせるシステムを建設するにあたっては，様々な制

約条件によりそのシステムのサイズなどが決められてい

る．一例として，ITERにおいては，隣接するジャイロトロ

ンの超伝導マグネットが相互の磁力線に影響を与えるた

め，ジャイロトロンの電子ビーム軌道に影響を与えない条

件として，ジャイロトロン間の設置距離が決定されている

［２０］．マイクロ波ロケットのビーム源について，同様の制

約のもとジャイロトロンの設置条件を検討した場合，

100 MW以下のパワーレベル想定のビーム源は，ITERの

RF加熱機器建屋の数倍程度の規模が想定される．一方で，

1 GW程度のパワーレベル想定となると，発振源設備の規

模は数百m四方の規模が想定され，アンテナシステムより

も大きな設備となる．ビーム源の規模は，ジャイロトロン

出力からアンテナまでの伝送距離が長くなることに直結す

るため，伝送系の性能がビーム源の性能に直接的な影響を

与えると考えられる．さらに，100 GWパワーレベル想定と

なると伝送距離は平均しても数 kmに及ぶと考えられ，直

線のコルゲート導波管であっても損失が看過されるレベル

ではなくなる．そのため，伝送系は実現可能な総パワーレ

ベルの制約条件となると考えられよう．

ジャイロトロンのクラスター化に関して，近年，G. Denisov

らによりジャイロトロンにミリ波パワーを入力することで

出力周波数や位相をロックする技術が提案されている

［２１］．アンテナにおいてフェイズドアレイ技術を適用する

にあたっては，このような技術は極めて重要な要素となる

と考えられ，今後の進展が期待される技術である．

３．３．７ 発振源システムの補器

ジャイロトロンを駆動するにあたっては，様々な機器が

必要となるが，100 MWから GWレベルのシステムを検討

するにあたって，高電圧電源システムと冷却システムが新

たな制約となることが考えられる．

ジャイロトロンは電力変換効率が５０％程度であるため，

これを駆動する高電圧電源システムはミリ波出力の２倍の

電力が必要となる．ジャイロトロンを駆動するための電源

として，最近は高電圧出力モジュールを直列多段接続した

大型のPSM電源が主流になっているが，マイクロ波ロケッ

ト用のビーム源においても，このような大型の電源システ

ムが各ジャイロトロンに対応して数十から数百台単位で配

置されることになると考えられる．これらは一般にジャイ

ロトロンより大型となるため，ジャイロトロンの配置の制

約条件となる．

また，このような巨大な電力設備を商用系統に直接接続

することはおよそ現実的ではなく，JT-60SA で使用される

フライホイールを使用する電動発電機のような蓄電設備が

必須となるであろう［２２］．しかし，出力が 1 GWレベルの

ビーム源となると，１００秒程度の出力にあたって 200 GJ の

蓄電が必要であり，より先進的な蓄電設備，例えば，将来

超伝導電力貯蔵システム（SMES）が20 GJレベルの蓄電が

可能になれば，１０台程度のシステムを用いることが有効と

いえよう．

冷却システムは，ジャイロトロンで発生する出力パワー

と同程度の損失パワーを除熱できる性能を持たせる必要が

ある．したがって，ビーム源全体としても，その出力と同

じ規模となる巨大な排熱設備が必要となり，それは中大型

の発電所の排熱設備と同等である．

前節のジャイロトロンの配置制約に加え，これらの補器

の存在を考慮した，1 GW級のマイクロ波ロケット用の

ビーム源の想像図を図４に示す．

３．４ まとめ
現在のMW級出力ジャイロトロンとその周辺技術を

ベースに，マイクロ波ロケットで必要となるであろう

100 MWから 1 GWの平均電力を持つビーム源の可能性に
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ついての検討を行った．結果としては，ジャイロトロン・

伝送系・出力制御の各々に関して，現在の技術レベルの延

長線上でもこのようなビーム源を開発する見通しは立つと

考えられる．むろん，本検討段階では，かなり楽観的に既

存の技術がさらなるハイパワー化に対応することを想定し

た上でのことであり，現在の ITER建設段階で様々な課題

に直面しているように，多くの技術的困難が生じてくるこ

とは想定する必要があろう．しかし，いまだ画餅の範疇を

出ないとはいえ，ある程度の技術的バックグラウンドをも

とにビーム源の想像図を描くことができたことは，マイク

ロ波ロケット開発への一つのステップとなったと考えてい

る．
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４．１ ミリ波が描く特徴的プラズマ
４．１．１ ビーム照射実験により捉えられたプラズマ伝搬

核融合炉における加熱及び電流駆動用ジャイロトロンの

発展に伴い，ミリ波ビーム照射により誘起されるプラズマ

の伝搬構造が調査され始めた．ミリ波ビーム誘起放電は，

放電領域における電場強度が，電子衝突電離と電子付着の

バランスにより決定される大気絶縁破壊閾値��を超えて

いるか否かにより，超臨界，亜臨界条件に大別される．亜

臨界条件におけるビーム放電実験は１９８０年代から行わ

れ，１９８４年にロシアのBrodskii らが 85 GHz，0.20 GW/m2

のビームを用い，電離構造を捉えた［１］．また，１９８６年に

Bogatov らが 85 GHz，0.16 GW/m2 のビームを用いて放電

実験を行って中性粒子温度を測定し，ビーム強度に応じて

中性粒子温度が比較的高い平衡放電と非平衡放電とに分類

できることを示した［２］．１９９８年にはVikharev らが

35 GHz，0.14 GW/m2 のビームを使用し，亜臨界条件下で

の電離構造圧力依存性を調査した［３］．雰囲気圧力が

0.8 atm 以上では離散的な電離構造を持ち，0.1 atm 付近で

はビーム軸と平行に進展する幾つかのプラズモイドが観測

され，更に圧力を下げていくと拡散的プラズマとなっ

た．２００６年にOda らが 170 GHz，1.5 GW/m2 のビームを使

用し，亜臨界条件下でビーム源に向かって伝搬するプラズ

マの構造を可視化した［４］．この時，電磁波の E-k平面と

H-k平面とで電離構造に差異は見られなかった．また，

Oda らはシャドーグラフ法を用いて衝撃波の可視化も行

い，ビームパワー密度が1.5 GW/m2未満では電離波面伝搬

速度の方が衝撃波速度よりも速く，それ以上のパワー密度

では電離波面伝搬速度と衝撃波伝搬速度は等しくなる事を

見出した［５，６］．また，２００７年にOda らは 170 GHz ビーム

を用いて電離構造の圧力依存性を調べた［７］．0.1 atm 以下

で拡散的電離構造へと遷移したが，遷移を生ずる閾値圧力

はVikharevらの35 GHzビームによる実験と比較すると高

く，電離構造がビーム周波数依存性を持つことが示唆され

た．２００８年にHidaka らが 110 GHz，35 GW/m2 のビームを

使用して超臨界条件における電離構造を観測した［８］．

Oda らの亜臨界放電実験とは異なり，E-k平面では離散的

プラズマが電場方向に伸びつつビーム源に向かって伝搬す

る様子が確認された．この時，離散的構造同士の間隔は

ビーム波長�の 1/4 程度であった．また，H-k平面では粒

状のプラズマが軸上，非軸上で交互に形成されることが明

らかとなった．Hidakaらは電離構造の雰囲気圧力依存性に

ついても調査し，低圧では拡散的なプラズマ構造が形成さ

れ，電離波面伝搬速度が速くなることを明らかにした

［９］．２０１０年にCook らが 110 GHz，35 GW/m2 のビームを

使用し，絶縁破壊閾値付近での電離構造を可視化した

［１０］．２０１５年にYamaguchi らは 28 GHz，0.40 GW/m2 の

ビームを使用してプラズマを誘起し，Oda らの放電実験と

比較する事で亜臨界条件における電離構造のビーム周波数

依存性を調べた［１１］．Oda らの放電実験とは異なり，E-k

平面と H-k平面とで電離構造に差異が見られた．また，電

離波面伝搬速度は 28 GHz ビームを照射した場合の方が

170 GHz ビーム照射時よりも速く，伝搬速度もビーム周波

数依存性を有する．また，２０１６年に Schaub らは 110 GHz

と 124.5 GHz ビームを用いて超臨界条件での放電実験を行

い，最大電子数密度を測定した［１２］．更に，気体加熱によ

る中性粒子数密度の変化を調べ，プラズマフィラメント中

小特集 ミリ波ビームが飛ばす“マイクロ波ロケット”

４．ミリ波放電の物理とマイクロ波ロケットへの応用

4. Physics of Millimeter-Wave Discharge and Its Application to Microwave Rocket
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（原稿受付：２０１７年６月１０日）

ミリ波ビーム照射によって大気絶縁破壊を誘起する際には，離散的構造を持ったプラズマが形成されること
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央部分では中性粒子密度が低下し，両端では密度が上昇す

ることを見出した．

４．１．２ 超臨界条件におけるビーム誘起放電の数値モデル

２００９年にNamと Verboncoeur はヘルムホルツ方程式と

ドリフト拡散近似を施した電子の連続の式とを結合し，超

臨界条件での110 GHzビーム照射における１次元プラズマ

伝搬過程を数値的に再現した［１３］．入射電磁波が高密度プ

ラズマによって反射され，プラズマの前方で入射波と反射

波が重なり合うことで定在波が形成されることを示した．

定在波の腹で電場強度が強められ，その腹に向かって高密

度プラズマから電子が拡散する．拡散した電子が種とな

り，定在波の腹で瞬時に電子衝突電離を生ずる．高密度プ

ラズマの端と定在波の腹との間隔が���である為，���間隔

を持つ離散的電離構造が形成されることが示された．ただ

しNamとVerboncoeurの数値モデルでは，プラズマ中で生

ずる誘導電流を正確に捉えられておらず，電子数密度が

110 GHz ビーム照射に対するカットオフ密度よりも３桁程

高くなるという非物理的解を与えてしまった．

２０１０年にBoeuf らは有限差分時間領域（FDTD）法によ

る電磁波伝搬解析と実効的拡散係数を導入した電子の反応

拡散方程式との連成計算を行い，110 GHz ビーム照射に対

する２次元的な電離構造を明らかにした［１４］．電子の運動

方程式を解き，電子速度と密度から局所的な電流密度を計

算してFDTD計算へと還元することで，プラズマ中の誘導

電流による電磁波の散乱，反射過程を数値的に再現した．

また，プラズマ先端ではデバイ長��がプラズマのスケール

長�よりも長い為に電子は自由拡散となる一方で，バルク

領域では準中性となり両極性拡散となる．この拡散係数遷

移を捉える為に実効的拡散係数����������������を

導入した．ここで，���
�

�
��
�はデバイ長とスケール長の比

で成る遷移パラメータ，��は電子の自由拡散係数，��は

両極性拡散係数である．実効的拡散係数は，電子及びイオ

ンの２流体プラズマの質量保存則，ポアソン方程式の三者

を連立し，直流放電との類似から電離波面伝搬速度を

�������
���と仮定して導出される．Boeuf らの数値計算で

は，電磁波の E-k平面において電場方向に進展するフィラ

メント構造が，H-k平面では粒状のプラズマが軸上，非軸

上で交互に生成され，Hidaka らの実験結果と一致した．ま

たChaudhury らは実効的拡散モデルを用いて数値的に得

た電離波面伝搬速度をHidaka らの実験結果と比較した

［１５］．低圧においては拡散係数増大により電離波面伝搬速

度が速くなる．この時，拡散的電離構造が形成されること

を明らかにした．２０１１年にZhouらはCookらの実験を模擬

し，絶縁破壊電場付近における２次元的電離構造を実効的

拡散モデルにより調査した［１６］．E-k平面において，低圧

ではプラズマ先頭における回折により，非軸上に２つのプ

ラズマ柱が形成されることを明らかにした．これはCook

らによって観測された電離構造と概ね一致した．ただし，

Zhouらの数値計算では0.3 atmから0.5 atmの圧力でも非軸

上プラズマが形成されたのに対し，Cook らの実験では

0.3 atmを超える圧力において，非軸上プラズマは観測され

ていない．低圧での電離構造を再現する為に数値モデルを

改良する必要があることが示唆された．また，２０１１年に

Zhuらは電子・イオンの２流体モデルにポアソン方程式を

結合した移流拡散ポアソンモデルとBoeufらが提案した実

効的拡散モデルを比較し，実効的拡散モデルの妥当性を調

査した［１７］．大気圧下で 110 GHz，6 MV/mのビームをプ

ラズマスポットに照射した所，移流拡散ポアソンモデルと

実効的拡散モデルとで一致する解を得た．ただし，実効的

拡散モデルではミリ波１周期中に電離周波数及び電子拡散

係数が大きく変化しないことを仮定した上で，直流放電と

の類似性を使用して拡散係数を決定している．一方，低圧

下若しくは短波長ビーム照射時は電子のエネルギー緩和時

間がミリ波１周期と同程度になることから，実効的拡散モ

デルにおける仮定が破綻する可能性がある．低圧下或は短

波長ビーム照射時の実効的拡散モデルの妥当性検証は今後

必要であろう．２０１４年にKourtzanidis らは実効的拡散モデ

ルを用い，大気圧下で 110 GHz ビームを照射した場合の３

次元的電離構造を調べた［１８］．直線偏波を照射した所，２

次元計算と比較してフィラメント端での電場強度がより強

くなり，フィラメント端の進展速度が増加した．また強い

回折により，フィラメント端の進展長が２次元計算と比べ

て長くなった．

Takahashi と Ohnishi はモンテカルロ衝突モデルを有す

る１次元 Particle-in-Cell（PIC-MCC）計算と FDTD計算と

を結合することで，電離構造の圧力依存性と外部磁場を印

加した際のプラズマ構造遷移を調べた［１９］．110 GHz ビー

ムを 0.006 atm 雰囲気下で照射すると拡散的電離構造とな

るが，1 Tの外部磁場を電子拡散方向と直交する向きに印

加する事で，離散的フィラメント構造が形成された

（図１）．電子拡散が磁場によって抑制され，電子衝突電離

過程がより支配的となった為である．また，外部磁場印加

によって電子拡散が抑えられた結果，電離波面伝搬速度が

減少した．一方，照射ビーム周波数と磁場下での電子サイ

クロトロン周波数を一致させ，電子サイクロトロン共鳴

（ECR）加熱を生じた所，電離周波数が増大し電離波面伝搬

速度が増速した．外部磁場印加により拡散係数や電離周波

数を変化させることで，電離波面伝搬速度が制御可能であ

図１ 0.006 atmにおいて1 Tの外部磁場を印加した場合の電子数
密度，電場分布［１９］．
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ることを明らかにした．また，１次元PIC-MCCモデルを用

いて0.003 atmから1 atmの圧力範囲に渡って25 GHzから

110 GHz ビームを照射し，電離構造のビーム周波数依存性

を調べた［２０］．低圧において低周波ビームを照射した所，

電子のエネルギー吸収率がビーム周波数の２乗に反比例し

て増大し，電子衝突電離が電子拡散よりも支配的となる．

その結果，離散的電離構造が誘起された．過去に行われた

実験によると，離散的から拡散的構造に遷移する閾値圧力

は低周波数ビーム照射時ほど低いとの報告があり［３，４，７］，

それら実験の傾向と一致した．また，低周波数ビームを照

射すると電離周波数が増大することから，電離波面伝搬速

度が速くなることが明らかとなった（図２）．

２０１５年に Semenov らは１次元プラズマ流体モデルと電

磁波伝搬計算を結合し，背景プラズマの分布が電離構造に

与える影響を調査した［２１］．また，電子の拡散方程式を無

次元化する事で，弾性衝突周波数��とビーム角周波数�

の比������，照射ビーム強度，背景プラズマのパラメー

タのみが解に影響を与えることを見出した．低気圧下で放

電を生じた場合は拡散的電離構造になるが，大気圧下でよ

り高周波数ビームを照射した場合，�が等しいならば同じ

電離構造となる．Semenovらは背景圧力のみに相関を持つ

輸送係数を用いた拡散方程式に対して無次元化を行い，ス

ケーリングパラメータを抽出したが，実際の輸送係数は電

場強度に対して非線形な関数となる．より現実的な数値モ

デルを使って特徴量を抽出する必要があろう．Zhao らは

２０１６年に１次元実効的拡散モデルを用いて，雰囲気圧力

0.01 atmにおいて2.85 GHzから17 GHzのビームを照射し，

電離波面伝搬速度，最大電子数密度及びプラズマによる電

磁波の反射率に対し，ビーム周波数が与える影響を調査し

た［２２］．ビーム周波数を増加した場合，カットオフ密度が

増えることから最大電子数密度が増大し，ビーム周波数の

増加に伴う反射率の低下を補償した結果，ビーム周波数に

対して反射率が一定となった．また，電離波面伝搬速度は

ビーム周波数を下げる程増大したが，これはTakahashi

と Ohnishi の PIC-MCC計算と同様の傾向を呈した．

２０１６年にTakahashi と Ohnishi は実効的拡散モデルを使

用して窒素とアルゴン雰囲気中での２次元計算を行い，電

離構造の化学種依存性を調べた［２３］．Boeuf らはボルツマ

ン方程式ソルバーBolsig＋［２４］を用いて輸送係数テーブル

を作成し，実効電場�������������
�
���
��
����を用いて内挿

することで交流電場中における輸送係数を算出していた．

ここで，����は電場の二乗平均平方根である．ただし，実

効電場はミリ波１周期中に電子‐中性粒子間の弾性衝突周

波数が一定であることを前提としており，弾性衝突周波数

が電場強度と強い相関を持つアルゴン気体中では不適当で

ある．従ってTakahashi と Ohnishi は実効電場を使用せず

にPIC-MCC計算を用いて����に対する輸送係数テーブル

を作成し，FDTD計算から求まる局所的な����を用いて線

形内挿を行い，輸送係数を算出した．１次元PIC-MCC計算

と流体モデルによる計算結果とを比較した所，電離構造が

一致することが示された．流体モデルを用いて２次元計算

を行った結果，アルゴン中では拡散係数及び電離周波数が

大きい為に，窒素雰囲気下に比べて電離波面伝搬速度が速

くなった．また，大きな拡散係数故にフィラメントが電場

方向により伸び，フィラメント端での電磁波の回折が引き

金となり，Cook らの実験で観測された樹木分岐構造が誘

起され得ることが示された（図３）．Semenovらによれば，

電離構造は�によりスケーリング可能だが，化学種を変え

た場合にもそれが成立するかは不明であり，議論の余地が

ある．

４．１．３ 亜臨界条件におけるビーム誘起放電の数値モデル

上述した数値モデルは超臨界条件におけるビーム誘起プ

ラズマの伝搬を記述可能であるが，亜臨界条件におけるプ

ラズマ伝搬を説明できない．亜臨界ビーム照射時は電場強

度が絶縁破壊閾値電場（大気圧下では 2.4 MV/m程度）を

下回っており，計算領域内で電離を生じ得ない為である．

Odaらの実験に代表される亜臨界条件下での電離波面伝搬

を再現可能な数値モデルの開発が必要となる．

亜臨界条件における電離波面の伝搬に関して，２００２年に

Voskoboinikovaらは中性気体の加熱，電子の移流拡散反応

方程式，ヘルムホルツ方程式の三者を連成して解く数値モ

デルを提唱した［２５］．Voskoboinikova らは入射ビーム強

度を	�
��として２次元軸対称計算を行い，亜臨界条件下

での放電を数値的に再現した．この時，電子の自由拡散と

両極性拡散との遷移を捉える為に，簡素化された実効的拡

図２ 電離波面伝搬速度のビーム周波数，外部磁場強度，雰囲気
圧力依存性［２０］． 図３ アルゴン雰囲気中での電子数密度分布［２３］．
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散係数を導入した．プラズマ前縁における局所的なジュー

ル加熱により中性気体が膨張し，局所的に換算電場強度

���が増大する．ここで，�は中性粒子密度である．換算

電場強度が電子衝突電離を誘起する換算閾値電場強度

������を超え，電離波面の伝搬が維持される．ただし，

Voskoboinivovaらの実効的拡散係数は妥当性を欠く為，よ

り正確な拡散モデルを導入して議論する必要がある．ま

た，軸対称計算を行った為，Oda らの放電実験を模擬する

ことはできていない．

２０１５年にNakamuraらは亜臨界ビーム照射による実験を

数値的に再現すべく，FDTD計算を Boeuf らの実効的拡散

モデルと結合した［２６］．Nakamura らは亜臨界照射条件に

おける電離過程を模擬するために，人工的に電離閾値電場

を0.31 MV/mに下げて数値計算を行った．複数個の初期プ

ラズマスポットを設置してビームを照射した所，櫛状のプ

ラズモイドがビーム源に向かって伝搬した．電離構造は無

次元パラメータ���
�
���を用いて整理でき，それが小さけ

れば拡散的，大きければ拡散的構造となることを示した．

ここで，��は電離周波数である．また，２０１６年にNakamura

らは人工的に局所的実効電場を大きくし，櫛状の電離構造

に対して初期プラズマスポットが与える影響を調査した

［２７］．初期プラズマスポットの配置に関わらず，自己組織

的に一定間隔で複数個のプラズモイドが形成され，プラズ

モイド同士の間隔は����程度であった．Odaらの実験にお

いて観測された櫛状プラズマ同士の間隔は����であり，良

い一致を示した．ただし，Nakamura の数値モデルでは人

工的に超臨界電場を作り出しており，非物理的解を与えて

いる可能性がある．

２０１７年にTakahashi らは実効的拡散モデル，FDTD計

算，中性粒子の圧縮性流体的挙動の三者を連成し，亜臨界

照射条件におけるプラズマ伝搬過程を数値的に再現した

［２８］．亜 臨 界 の 直 線 偏 光 ビ ー ム を 照 射 し た 所，

��	
��������
�の場合に離散的電離構造を得，それより低

い照射電場強度の場合に拡散的且つ枝分かれした電離構造

を得た（図４）．ここで，��	
��は照射ビーム電場強度の二

乗平均平方根であり，��	
��������
�を高亜臨界条件，そ

れ未満を低亜臨界条件と呼称する．高亜臨界条件では，電

磁波を入射すると電子衝突電離によって電子数密度がカッ

トオフ密度に達し，電磁波が反射されてプラズマ前方に定

在波が形成される．この時点では定在波の腹は電離閾値電

場を超えておらず，新たな電離スポットは形成されない．

電磁波照射を続けると，ジュール加熱によってプラズマ前

縁で強い膨張が生ずる．すると電子移動度が上がることか

ら大電流が駆動され，電子による電磁波の反射率が増大

し，定在波の腹の電場強度が電離閾値電場強度を超えて新

たな電離スポットが形成される．その結果，Hidaka らの実

験で得られたような離散的電離構造となる．一方で低亜臨

界照射条件の場合，ジュール加熱により反射率が増大した

としても定在波の腹の電場強度が電離閾値電場強度を超え

ることは無い．ビーム照射を続けると衝撃波面がプラズマ

前縁より前へと伝搬し，その後方では強い膨張を生ずる．

衝撃波後方の膨張領域において十分に中性粒子数密度が低

下すると，プラズマ前縁で換算電場強度���が換算閾値電

場強度������を超える．プラズマ前縁と電離領域は接し

ている為に離散的電離構造は形成されず，連続的なプラズ

マが形成される．その際，数値擾乱を引き金としてOda

らの実験で観測された様な枝分かれ構造が形成される．そ

の後，Nakamura らが数値計算により示した様に自己組織

的機構が働き，照射ビームの波長程度のスケールで枝同士

の間隔が決定される．Takahashi らの低亜臨界計算で得ら

れた枝同士の間隔は����程度であり，Odaらの実験と一致

した．また，電離波面伝搬速度の照射電場強度依存性を調

べた所，高亜臨界条件と低亜臨界条件とで速度増大の傾き

が大きく変化した（図５）．高亜臨界条件ではプラズマ伝

搬は反射率増大によって維持され，低亜臨界条件では換算

電場強度増大によって伝搬が維持される．反射率は弾性衝

突周波数に対して��������	�������の関数で変化するの

に対して換算電場強度は����の関数で変化し，この相関の

違いが伝搬速度に違いを与える．超臨界電場に対して電離

波面伝搬速度は�������
���とモデル化されたが，亜臨界条

件においては中性粒子の挙動を考慮してモデルを修正する

必要があろう．また，Yamaguchi らの実験によって亜臨界

照射時の電離構造がビーム周波数に応じて変化することが

示唆された為，ビーム周波数依存性に関する調査が必要で

ある．

４．２ ビーム照射によるロケット打ち上げ
４．２．１ 打ち上げ・推力測定実験

ミリ波ビーム照射時に誘起される衝撃波をロケット壁面

で受け，ペイロード打ち上げの為の推力を獲得する事が出

来る．亜臨界ビームを用いて２０００年代からロケット打ち上

図４ 亜臨界条件下での電子数密度の時間積分値［２８］．右：高亜
臨界条件，左：低亜臨界条件．

図５ 亜臨界条件下での電離波面伝搬速度［２８］．
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げ実験が行われた．２００４年にNakagawa らは 1 MW，

110 GHz ビームをジュラルミン製放物型機体，ポリマー製

放物型機体，ジュラルミン製円錐円筒結合機体の三者へと

照射し，推力を測定した［２９］．ポリマー製機体はジュラル

ミン製機体に比べて機体の剛性に劣る為，低推力であるこ

とが示された．また，円錐円筒結合機体においては，機体

長さ増大に伴って推進効率を示す運動量結合係数

�������が増加した．ここで，�は力積，�はビームパ

ワー，�はビーム照射時間である．最大の運動量結合係数は

395 N/MWであり，これは��0.175 ms，��1 MW，そして

機体長�が 120 mmの時に得られた．Odaらはジュラルミ

ン製円錐円筒結合機体に対して 1MW，170 GHz ビームを

照射し，最大で 370 N/MWの運動量結合係数を得た［４］．

この時，ノズル長とプラズマ前縁の伝搬距離で成る無次元

長さ�が１未満で高推力が獲得可能であることが示され

た．���の時，高エネルギー吸収率を有するプラズマ前縁

がノズル出口から流出せず，ビームパワーが力積へと高効

率で変換され，高推進性能が獲得できる．また，マイクロ

波ロケットは高高度を飛行する為に，雰囲気圧力が低い場

合の推進性能を把握する必要がある．２００７年にOdaらは放

物型機体を真空チャンバーの中に設置し，機体下部から

170 GHz ビームを照射する事で推進性能の雰囲気圧力依存

性を調べた［７］．大気圧下では高い推進性能を得られるが，

雰囲気圧力を下げた場合は電離構造が拡散的になると共に

推進性能が低下し，0.1 atm以下では推力の測定が不可能な

水準まで低下した．マイクロ波ロケットが高高度即ち低圧

力下で推力を獲得出来ない場合，ペイロード輸送効率が低

下してしまう為，低圧での推力低下原因を特定して対策を

講じる必要がある．

また，Oda らは 20 Hz から 50 Hz の繰り返しパルスを照

射して推進性能を測定した［３０］．この実験ではノズル先頭

に強制吸気装置を設置し，新鮮な空気を機体前方から取り

入れてパルス照射後の高温気体を外部へと排出した．パル

ス周波数を増やした所，ノズル内部に高温気体が残留して

推進性能が低下し，吸気性能が推力を決定付けることが示

唆された．Oda らはノズルと吸気気体との体積比である部

分充填率����を導入し，推進性能はそれを用いて規格化可

能であることを示した．ここで，�は強制吸気装置の流速，

�は繰り返し周波数である．部分充填率が小さい場合は残

留気体を排除できずに低い推進性能しか得られず，一方で

部分充填率が１の場合にシングルパルス照射時の推進性能

と一致することが明らかとなった．繰り返しパルス照射時

に高い部分充填率を維持すべく，Fukunariらはリード弁シ

ステムを提案し［３１］，テーパ形状のリード弁１６個を機体に

装着してビーム照射実験を行った［３２］．リード弁とはノズ

ル内外の圧力差によって受動的に吸気を行う装置であ

り，１次元的理論に基づいた推算によると十分な吸気が得

られるはずであったが，実際の実験では吸気性能の改善が

確認できなかった．リード弁を装着した場合の多次元的な

流体計算を行い，ノズル内部の詳細な流れ場を調査した上

で，吸気システムを再設計する必要がある．また，

Fukunari らはマイクロ波ロケットの獲得推力をモデル化

し，１自由度軌道計算に基づく打ち上げコスト推算を行っ

た［３３］．マイクロ波ロケットは搭載燃料を削減でき，更に

エンジンを搭載しないことから再利用可能部位が増え，打

ち上げ一回当たりの打ち上げコストが低減可能となる．初

期ビーム基地建設費用を繰り返し打ち上げによって償還す

ることができ，４２回の打ち上げで従来の化学推進ロケット

の打ち上げ費用を下回る．２０００回の打ち上げで初期ビーム

基地費用がほぼ償還可能となることが示された．また，

レーザーを用いた推進システムに比べて初期ビーム基地建

設費用を抑えられ，コストの観点からマイクロ波ロケット

が優位であることが示された．

４．２．２ 数値計算による推力予測と性能改善への提案

TakahashiとOhnishiはPIC-MCC計算により求めたプラ

ズマによるエネルギー吸収率，電離波面伝搬速度を用いて

衝撃波伝搬のソース項をモデル化し，２次元軸対称非粘性

圧縮性流体計算を行うことでロケット推進性能の雰囲気圧

力依存性を調査した［１９］．この際，計算負荷削減の為に超

臨界ビーム照射を仮定して数値計算は行われた．低圧では

弾性衝突周波数が低下し，電子振動とビームの電場振動と

の位相差が無くなることから，電子のエネルギー吸収率が

低下する．また，大気圧付近では弾性衝突周波数が高く，

電子が加速され難いことから，エネルギー吸収率が低い．

弾性衝突周波数とマイクロ波周波数が一致する 0.1 atm 程

度で電子振動とマイクロ波振動間の位相差が最大となり，

電子のエネルギー吸収率が最大となった．また，低圧ほど

電離波面伝搬速度が速く，プラズマ前縁のエネルギー吸収

領域がノズル外部へと流出し易くなる．数値流体計算を

行った所，低圧ではエネルギー吸収率が低く，それに加え

て電離波面がノズル外部へと流出してエネルギー損失を生

ずる為，推進性能が低下することが明らかとなった．この

傾向はOdaらの実験と一致した．また，ノズル内部にECR

磁場を印加した所，電離波面伝搬速度が低下するのに加え

て，エネルギー吸収効率が改善されて低圧での推力が増大

した（図６）．25 GHz ビームに対しては 0.9 T 以下で ECR

を生ずることができ，永久磁石近傍に生ずる磁場を利用し

て推進性能が改善可能である．また，第２高調波ECR共鳴

によっても推力改善が確認された為，更に必要磁場強度を

図６ 運動量結合係数のビーム周波数，外部磁場強度，雰囲気圧
力依存性［２０］．
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下げることができる．ただし，超臨界ビーム照射を仮定し

て計算が行われた為，亜臨界ビーム照射時にも外部磁場を

用いて推進性能が改善可能かは定かではない．亜臨界ビー

ム照射時の推力特性に関しても調査をする必要がある．ま

た，実験による実証も必要となる．

４．３ まとめと今後の課題
放電実験と数値計算により，ミリ波ビーム照射時に生ず

る特徴的プラズマの形成原理が明らかにされつつある．超

臨界条件下では，カットオフ密度を超えたプラズマにより

電磁波が反射されて定在波が形成され，離散的電離構造が

誘起される様子が数値計算によって捉えられた．また多次

元的電離構造や，電離構造及び電離波面伝搬速度の雰囲気

圧力，雰囲気化学種，及びビーム周波数依存性も調べられ

た．亜臨界条件下では，中性粒子加熱が電離構造伝搬を支

持する事が数値計算によって示唆された．しかし亜臨界条

件では，電磁波伝搬，プラズマ移流拡散，中性粒子の膨張

という事なった時間空間スケールの現象を同時に追跡する

必要があり，マルチスケール計算の負荷から，電離構造の

圧力及びビーム周波数依存性等のパラメータ研究や３次元

計算が行われていない．亜臨界条件における放電を記述で

きる簡易モデルの提案，或いは大規模計算が今後必要であ

ろう．

ビーム推進技術に関しては，シングルパルス或いは繰り

返しパルス照射時の推進性能を如何に改善するかが今後の

課題である．ビーム推進機の性能は，プラズマによるエネ

ルギー吸収，衝撃波伝搬，吸気過程で決定され，エネル

ギー吸収率を上げる，電離波面伝搬速度を下げることでシ

ングルパルス照射時の推力が改善できる．超臨界強度の

ビームで放電を生ずると電離波面伝搬速度が速く，加熱領

域が瞬時にノズル外部へと流出してビームパワーが推力へ

と変換されない．したがって，亜臨界強度のビームにより

放電を生ずることが望ましい．また，吸気流量を増やすこ

とで複数回パルス照射時の性能向上が期待できる．しかし

吸気過程に関しては，ノズル内部のプラズマ残留挙動及び

中性粒子の流れを把握できておらず，対策を講じようが無

いのが現状である．数値計算によりビーム推進機内部の現

象を理解して性能改善への足掛かりを得られる可能性があ

るが，亜臨界条件でのプラズマ・衝撃波伝搬過程の再現が

波長程度の空間スケールでようやく達成できた段階であ

り，数値計算による全機周りの衝撃波伝搬過程の再現及び

推力評価には時間を要する．ビーム推進機の加速度的な開

発の為に，風洞実験を数値流体力学計算で代替した“数値

風洞”に習い，ビーム推進機の打ち上げ実験を数値計算で

代替する“数値打ち上げ”システムの確立を早急に推し進

めるべきであろう．
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５．１ はじめに
１９５０年代に宇宙開発が始まって以来，６０年以上が経ち，

その間，多様なミッションに対応するため，打ち上げロケッ

トは様々な進化を遂げてきた．しかし，現在まで打ち上げ

方式として用いられてきたのは，常に化学推進であった．

化学推進の代表的なものとして，H-IIA ロケットによる

低軌道への打ち上げを例に挙げると，総重量 280 ton に対

してペイロード重量は 10 ton 程度［１］であり，ペイロード

比は数％のオーダーにすぎない．また，システムは大規模

となるため，打ち上げに要するコストは膨大であり，一回

の打ち上げ費用は８０億円程度［１］もかかる．このため，必要

に応じて頻繁に物を打ち上げる用途には向いていない．ま

た，ペイロード1 kgあたりの打ち上げ費用は８０万円程度で

あり，小型衛星打ち上げに代表される様々な形の宇宙利用

の要求（官民だけでなく，個人利用も睨んだ）に応えるた

めには，さらにもう一桁以上安価な打ち上げシステムの実

現が必要である．

革新的な低コストを実現できるシステムとして，１９７２年

にKantrowitz［２］が，レーザーを使った打ち上げシステム

を提案し，いくつかの理論解析が行われた．その後，研究

は殆ど行われなかったが，１９９７‐２００２年にMyrabo［３］

が，Lightcraft と呼ばれる小型機を 10 J の炭酸ガスパルス

レーザーを使用して100 m程度の高度まで打ち上げる事に

成功した．このデモンストレーション後，レーザー打ち上

げシステムが現実的なものと認識され，近年実現に向けた

研究が盛んに行われている．このシステムでは，地上また

は宇宙に建設された基地からレーザーエネルギーを推進機

に伝送するため，エネルギー源を自身に搭載する必要がな

い．また，推進剤には大気を用いることができるため，高

ペイロード比を達成できる．さらには，機体構造が簡潔な

ため，初期投資としてレーザー基地を建設してしまえば，

その後の打ち上げコストは主に電気代だけとなるため，大

量の物資を低コストで打ち上げることに向いている．

この予測を受け，レーザー打ち上げシステムのコスト試

算が幾つか行われた［４‐６］．その結果，打ち上げには

100 MW～数 GWクラスが必要であることがわかった．例

えば，既存の半導体レーザー（￥１，０００/W）をアレイ化し

てこの出力を実現しようとすれば，少なく見積もって

も，１，０００億円～１兆円もの建設費用がかかる．レーザー基

地の建設費は，初期投資であるため，打ち上げ回数が増え

れば，それに反比例して打ち上げコストに占める割合は低

下していく（基地建設費の減価償却）．しかし，このシステ

ムを用いて，H-IIAロケットの1/4のコストを実現しようと

すると，２０，０００回の打ち上げが必要であり［４］，現状の

ミッションで必要とされている打ち上げ回数との乖離は大

きい．このため，レーザー打ち上げシステムは，将来爆発

的に宇宙利用が進んだ際は，非常に有望な打ち上げ手段と

なりうるが，現状ではレーザー基地の建設費が高価すぎる

ため，既存の化学ロケットにすぐに置き換わるのは難しい

といえる．

そこでレーザーよりも安価なエネルギー伝送手段とし

て，ジャイロトロンにより発生させた大出力ミリ波を利用

することが提案され［７］，近年研究が盛んになってきてい

る．本章では，これまで提案されたマイクロ波（ミリ波）打

ち上げシステムとそのコスト試算について紹介し，どのよ

うなビーム発振基地が必要とされているか考える．

小特集 ミリ波ビームが飛ばす“マイクロ波ロケット”

５．マイクロ波ロケットシステムのためのビーム発振設備への要求
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トネーションロケット方式，および両者を組合せた方式の３つのシステムについて紹介する．それぞれのシステ
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５．２ 様々なマイクロ波打ち上げシステム
これまで提案されているマイクロ波打ち上げシステムの

代表的なものとして，マイクロ波サーマル方式［８‐１１］，マ

イクロ波デトネーション方式［７，１２，１３］，両方式を組み合

わせた方式［１４］がある．ここでは，それぞれの特徴とコス

ト試算を紹介する．

５．２．１ マイクロ波サーマルロケット

サーマルロケットは，元々原子力ロケットの推進システ

ムとして提案されていた方式で，機体に搭載した原子炉を

用いて推進剤（水素）を加熱し，推力を得る方式である

［１５］．Parkin el al.［８］は，このシステムをベースとして，推

進剤の加熱に地上から伝送されたミリ波を用いる方式

（図１）を提案した．このロケットは，腹面に伝送されたミ

リ波を受光する熱交換器を持ち，搭載した液体水素を熱交

換器により加熱して１，０００秒程度の比推力を得ることがで

きる．

打ち上げシナリオとしては，様々な案が提案され，文献

［１１］にまとめられている．ここでは，総重量2,500 kg（ペイ

ロード 40 kg）の機体を低軌道 LEO（400 km）に運ぶ案を

紹介する（表１の諸元も参照）．はじめに，射場から 15 km

程度の距離に設置された第１ミリ波基地から300 MW出力

のミリ波を機体に照射し，高度 60 km程度までほぼ垂直に

打ち上げる．次に，射場から100 km程度離れた第２ミリ波

基地から 600 MW出力のミリ波を照射し，機体を水平方向

に200 km程度，高度150 km程度まで加速して，LEOへ投

入する．なお，打ち上げから加速完了（低軌道速度

7.8 km/sまで加速）に要する時間は６０～200 s程度の短時間

であるため，電気代は無視できるほど小さい［４］．この時，

機体のスケール（3 m程度）に対して，ミリ波の伝送距離は

100 kmを越えるため，機体にビームを届けるために100 m

クラスの大型の伝送アンテナを必要とする．また，各ミリ

波基地に必要な出力には，１MW出力のジャイロトロンを

アレイ化して利用する．

打ち上げコストについては，ロケット１機の価格は，

１１～２８億円であり（H-IIAの 1/3～1/10 程度の価格），決し

て安くはないが，打ち上げ後，回収して再利用が可能とさ

れている［１１］．ミリ波基地の建設費は，ジャイロトロンの

価格（１MW出力機を９００個，単価２億円／MW）が１，８００

億円，それ以外のアンテナなどの価格が３，９００億円で，総額

は５，７００億円である．

このコスト試算をH-IIA のコスト（８０億円／打ち上

げ，８０万円／ペイロード 1 kg）と比較してみる．ここ

で，サーマルロケットが完全に再利用可能と仮定して，ミ

リ波基地の建設費だけを打ち上げコストとしたとしても，

H-IIA のコストを下回るには，１８，０００回（仮に毎日１０回打

ち上げるとすれば５年）の打ち上げが必要である．このコ

スト試算は，現状の化学ロケット比べて格段に安価とは言

えない（ただし，この試算では，ジャイロトロン単価やア

ンテナなどの価格に，後述するシナリオの試算［１２，１４，１６］

より一桁程度高い見積もりを用いており，実際にはもっと

安価になる可能性が高い）．この結果を受け，システム全

体をもう一桁サイズダウンすることで，安価なシステムを

実現するシナリオが提案されおり，これについては５．２．３

で述べる．

５．２．２ マイクロ波デトネーションロケット

前述のマイクロ波サーマルロケットは，機体に液体水素

を搭載する必要があるため，ペイロード比をさほど大きく

取れない．また，指向性の悪いミリ波を長距離伝送するた

め，100 mクラスの大きなアンテナを必要とし，これが基

地建設費を膨らませる要因となる．

このような欠点を持たない別の方式として，空気吸い込

み式のミリ波デトネーションロケット［７，１３］が提案されて

いる．このシステムでは，リードバルブを備えた空気吸い

込み型エンジンにミリ波を照射し，デトネーション波を誘

起させ，その反力で推力を得る．

この方式の例として，Fukunari et al.［１２］が提案する

H-IIB ロケットの下段（LE‐７A液体ロケットエンジンと固

体ロケットブースター）をミリ波デトネーションエンジン

に置き換えるシステムを紹介する（図２）．このシステム

では，ミリ波基地は射場直下に建設され，ロケットは射場

から垂直に打ち上げられる．このため，サーマルロケット

のように機体へのビームポインティングは必要ない．ま

た，射場から短距離（20 km程度）でブースト加速を行うた

ロケット本体諸元

機体総重量 2,153 kg

ペイロード 40 kg

機体スケール 3 m

ミリ波基地諸元

ミリ波出力 第１基地：300 MW

第２基地：600 MW

ミリ波伝送距離 第１基地：60 km

第２基地：140 km

アンテナサイズ 第１基地：58 m

第２基地：122 m

ミリ波伝送時間 60～200 s

ロケット本体コスト

ロケット本体 １１～２８億円／１機

ミリ波基地コスト

ジャイロトロン １，８００億円（２億／MW）

その他（アンテナなど） ３，９００億円

総額 ５，７００億円

図１ マイクロ波サーマルロケット打ち上げシステム［１１］．

表１ マイクロ波サーマルロケット打ち上げシステムの諸元［１１］．
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め，ミリ波の広がりは殆ど考える必要はなく，アンテナの

直径は，機体直径と同じスケール（5 m程度）ですむ．した

がって，アンテナの建造費をサーマルロケットと比べて格

段に安くできる．

Fukunari et al.［１２］は，初段目マイクロ波ロケットで

2 km/s の増速を行い，二段目 LE‐５B２液体ロケットで

5.8 km/s の増速を行って LEOに到達するシナリオを想定

し，軌道解析によりシステムの諸元を見積もった（表２）．

その結果，必要なミリ波出力は 188 GWであり（伝送時間

は30 s程度），ペイロード比は，従来のH-IIBに比べて，4.5

倍の１５％が可能であることを示した．また，ミリ波基地建

設費については，１）2MW出力ジャイロトロン（単価は

１，０００万円／MW）を 9.4 万個並べてアレイ化する（大量生

産によるコスト低下も加味する），２）ジャイロトロンへの

電力供給はフライホイールを用いて行う（その費用は

ジャイロトロンと同額とする），との仮定のもと，総額を

３，３５０億円と試算している．

また，彼らは，打ち上げ回数に対するミリ波基地建設費

の償却を考慮したコスト試算も行っており（図３），この

システムでは，４２回の打ち上げでH-IIB ロケットの打ち上

げ費（５８万円／ペイロード1 kg）を下回り，２，０００回の打ち

上げでミリ波基地の建設費を完全に償却し，その結果

１５万円／ペイロード 1 kg を達成可能であると述べている．

以上のように，この打ち上げシステムは，非常に安価な

打ち上げを可能にする有望なシステムではあるが，いきな

り 9.4 万個のジャイロトロンからなる大規模なシステムを

建設するのは敷居が高く，一桁程度スケールダウンしたシ

ナリオから始めるのが現実的と考えられる．

５．２．３ マイクロ波サーマル／デトネーションの小型二段式

上記の２つの打ち上げシナリオは，大規模なミリ波基地

の建設が必要であり，ミリ波打ち上げシステムの第一段階

としては，かなり敷居が高い．

そこで，Parkin et al.［１６］は，システムの規模を一桁下げ

た安価なマイクロ波サーマルロケットシステムを提案して

いる．また，Kakinuma et al.［１４］は，このシステムをベース

として，初段ブーストにマイクロ波デトネーションロケッ

トを，二段目にマイクロ波サーマルロケットを使用する二

段式ロケットを用いるシステムを提案し，さらに安価なシ

ステムが可能であることを示した．彼らが提案する打ち上

げ軌道（軌道解析により最適化されている）を図４に示す．

このシナリオ（諸元を表３に示す）では，総重量50 kgの機

体を２箇所のミリ波基地（出力 50 MWと 30 MW）を用い

て LEO（300 km）に打ち上げる．

初めに，射場に建設された第１ミリ波基地（50 MW）を

用いて，一段目の空気吸込み式ミリ波デトネーションロ

ケットを駆動させ，高度 35 km程度まで加速する（得られ

ロケット本体諸元

機体重量

MDR：3 ton

LE-5B2：102.2 ton

総重量：１22.2 ton

ペイロード 19 kg（ペイロード比 15.5％）

初段目増速 2 km/s

二段目増速 5.8 km/s

ミリ波基地諸元

ミリ波出力 188 GW

ミリ波伝送距離 20.7 km

アンテナサイズ 4.25 m

ミリ波伝送時間 30 s

ロケット本体コスト

MDR（初段目） ３億円

LE５‐５B２（二段目） ２５億円

合計 ２８億円

ミリ波基地建設コスト

ジャイロトロン単価 １，０００万円／MW
（2MW出力機を 9.4 万個）

フライホイール ジャイロトロンと同額

総額 ３，３５０億円
（ジャイロトロン大量生産によるコ
スト減を加味）

表２ H-IIB初段にマイクロ波デトネーションロケットを使用し
た打ち上げシステムの諸元［１２］（MDR：マイクロ波デト
ネーションロケット，LE-5B2：液体ロケットエンジン）．

図２ マイクロ波デトネーションロケットシステム［１２］．

図３ マイクロ波デトネーションロケットシステムのコスト［１２］．

図４ マイクロ波サーマル／デトネーションの二段式小型ロケッ
トの打ち上げ軌道［１４］．
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る増速は1 km/s程度）．この増速1 km/sは，最終的なLEO

到達に必要な増速 7.2 km/sと比べると，小さいと感じるか

もしれない．しかし，低高度の大気密度が濃い領域（空力

抵抗が大きく，増速が非常に困難）を，燃料を使用しない

空気吸込み式デトネーションロケットで加速できる利点は

非常に大きく，二段目のサーマルロケットに必要な燃料お

よび第２ミリ波基地出力の抑制に大きく貢献している．

次に，第１ミリ波基地を引き続き使用して，二段目の

サーマルロケットを作動させ，高度 75 km／水平方向

100 km程度まで加速（増速は約3 km/s）した後，第２ミリ

波基地のビームレンジに入るまで慣性飛行を行う．その

後，第２ミリ波基地（出力 30 MW）を用いて，再びサーマ

ルロケットを作動させ，高度90 km／水平方向150 kmまで

加速し，最終的にLEO到達に必要な増速7.2 km/sを得る．

このシステムでは，8 kg のペイロードが輸送可能であ

り，そのペイロード比は１３％と非常に大きい．また，小型

機体を用いるため１機あたりの制作費は，４６３万円と非常

に安価である．結果として，ミリ波基地建設費の原価償却

の後は，５８万円／ペイロード１kgで打ち上げが可能であ

り，H-IIA の打ち上げコストを下回る．ミリ波基地建設費

については，その出力は二台で 80 MWであり，５．２．１‐２で

紹介したシステムと同様，MWクラスのジャイロトロンを

アレイ化して建設すると，その総コストは８億円で済む

（ジャイロトロンの単価を１，０００万円／MWで試算）．また，

その際，電力供給に使用するフライホイールの価格もほぼ

同規模の１４億円となる．しかし，５．２．１で述べたマイクロ波

サーマルロケットの場合と同じく，長距離のマイクロ波伝

送が必要なため，１００メートルクラスのアンテナが必要で

あり，その建設費には，１００～３００億円程度を要する［１７］．

結果として，建設基地には５００億円程度かかるが，前節まで

に述べたシナリオよりも，規模が一桁以上小さいため，小

型衛星の打ち上げや，様々な民間の需要に対応しやすいと

予想される．このため，５．２．１‐２で紹介したシステムより打

ち上げ回数の増加が期待でき，早期の基地建設費の償却が

可能であろう．

５．３ ビーム発振設備に対する要求
ここで，５．２で紹介した打ち上げシナリオから予想され

るビーム発振設備に対する要求をまとめ，実現性やコスト

について考えてみる．

５．３．１ ジャイロトロンと電源

ミリ波出力には，小規模シナリオ（５．２．３）で 100 MW，中

規模（５．２．１）で1 GW，大規模（５．２．２）では100 GWが必要で

あり，どのシナリオでも現在商用利用が可能なMWクラス

のジャイロトロンをアレイ化して利用する（図５）．ジャ

イロトロンの価格は，１，０００万円/MW程度と想定［１２，１４］

されている．ジャイロトロンの価格試算は，２億円/MW

という見積もりもあり［１１］，また，ジャイロトロン駆動用

の高電圧電源設備も考慮すれば，価格はもっと上昇する可

能性がある．しかし，小規模シナリオの場合であっても数

百個程度が必要であり，大量生産による更なるコスト減が

可能であろう．なお，小規模システムの場合は，ジャイロ

トロンよりもアンテナ建設費の方が高価になるため，ジャ

イロトロン価格は大きな障害にならないとも予想される．

また，一回の打ち上げに必要なミリ波発振時間は，最大で

も 200 s 程度であり，仮に毎日１０回打ち上げを行ったとし

ても，年間のジャイロトロンのオペレーション時間は，

２００時間程度に過ぎない．ジャイロトロンの故障は５，０００時

間以降に起こり始めると報告されており［１１］，ジャイロト

ロンの修理や交換に必要な費用は問題とならないだろう．

電源については，小規模シナリオの場合でも，

1,000 kWhオーダー（文献［１４］では考慮していないミリ波

への電力変換効率を仮に５０％程度とすると3,000 kWh程度

が必要）の出力でエネルギーをジャイロトロンに送る必要

がある．このような急速大放電が可能な蓄電装置として，

フライホイールが有望である．フライホイールは，核融合

用の蓄電装置として，既に貯蓄エ ネ ル ギ ー 8 GJ

（2,200 kWh）の大規模システムが量子科学技術研究開発機

構・那珂核融合研究所に存在し，１０年以上の稼働実績があ

り［１７］，これをマイクロ波ロケットに利用できるだろう．

また，フライホイールは，太陽光発電用の蓄電やリニア

モータカーへの給電などの商用用途のために近年盛んに研

究開発が行われており，超電導軸受を採用した大容量シス

テムの実証機（容量 100 kWh，出力 300 kW）なども開発さ

れており［１８］，近い将来安価に大容量フライホイールを利

用可能になると予想される．また，フライホイール以外に

も，超電導電磁エネルギー貯蔵（Superconducting Mag-

ロケット本体諸元

機体重量

MDR：6.7 kg

MTR：46.7 kg（燃料込み）

総重量：53.4 kg

ペイロード 8 kg（ペイロード比１３％）

初段目増速 1.0 km/s

二段目増速 6.2 km/s 諸元

ミリ波基地

ミリ波出力 第１基地：50 MW

第２基地：30 MW

ミリ波伝送距離 第１基地：105 km

第２基地：150 km

アンテナサイズ 第１基地：90 m

第２基地：175 m

ミリ波伝送時間 第１基地
MDR作動時：81 s

（duty 比２４％で運転）
MTR作動時：54 s

第２基地：46 s

ロケット本体コスト

二段式ロケット本体 ４６３万円／１機

ミリ波基地コスト

ジャイロトロン（80 MW） ８億円（１，０００万円／MW）

フライホイール（1403 kWh） １４億円

アンテナ［１７］ 第１基地：１７３億円

第２基地：２９３億円

総額 ４８８億円

表３ マイクロ波サーマル／デトネーションの二段式小型ロケッ
ト打ち上げシステムの諸元［１４］（MDR：マイクロ波デト
ネーションロケット，MTR：マイクロ波サーマルロケット）．
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netic Energy Storage: SMES）［１９，２０］など，他にも有望な

次世代急速大放電蓄電装置が利用可能かもしれない．

SMESのビーム推進への適用性ついては，本小特集３章

［２１］や文献［４］で議論しているので参照にされたい．

また，ミリ波伝送時の大気吸収については，100 GHz の

周波数領域に大気吸収率の低い領域（吸収率２０～３０％）が

あり，その領域の波長のミリ波を使用すれば良く，問題と

はならない［７］．

５．３．２． ミリ波アンテナ

ミリ波伝送技術の詳細は，本小特集１章［２２］で詳しく述

べられているが，ここでは前述の打ち上げシナリオの観点

から，ミリ波アンテナに対する要求について考えてみる．

100 km規模のミリ波伝送を行うシナリオの場合，ビーム

広がりを極力抑えるため，各ジャイロトロンから出たミリ

波をフェイズドアレイ化して伝送するのが望ましい

（図５）．そのためには，各ジャイロトロンから送られたミ

リ波を発振する小アンテナ素子において，振幅・位相を制

御する必要がある．また，フェイズドアレイでは，振幅・

位相を制御してビーム伝送方向を高速・高精度で変更でき

るレトロディレクティブ技術［１９，２０］を使用できるため，

高速（数km/s）で飛行する機体へのビームポインティグが

容易に行える．

フェイズドアレイアンテナによる大電力ミリ波伝送技術

は，太陽発電衛星の地上へのエネルギー伝送技術として現

在研究開発が行われているものの［２３，２４］，まだ実証段階には

至っておらず，今後の技術進展が待たれるところである．

一方，50～100 m級のミリ波アンテナは，普通のパラボ

ラアンテナであれば，１００億円程度で建造が可能であり，

JAXAの成層圏プラットホーム計画では，成層圏飛行船へ

のエネルギー伝送手段として，1MW程度の電力をパラボ

ラアンテで送電することが検討されていた．そこで，マイ

クロ波ロケットシステムの初期シナリオとして，パラボラ

アンテナを複数並べて，位相を揃えずに伝送することもあ

りうるかもしれない．ただし，この場合は，機体へのビー

ムポインティングのため，100 m級のアンテナを高速で回

頭する技術課題が残る．

以上のように，大電力ミリ波アンテナ技術については，

まだ多くの技術課題が残り，コスト試算も難しいのが現状

である．

５．４ まとめ
これまで提案されている代表的な３つのマイクロ波ロ

ケット打ち上げシステムについて紹介し，各システムの特

徴やコスト試算について説明した．また，これらの打ち上

げシナリオから予想されるミリ波発振設備の現状と課題に

ついても紹介した．結果として，既存の化学推進に対して，

最もコスト低減効果が見込まれるのは，デトネーションロ

ケット方式を用いた大規模システムであるものの，そのミ

リ波出力は 100 GWのオーダーであり，ミリ波ロケット実

現の第一段階としては，敷居が非常に高い．このため，既

存の化学推進と同程度のコストが実現可能であるマイクロ

波サーマルとデトネーション方式を組合せた小規模システ

ムから実現を目指すのが現実的であろう．その場合，ミリ

波基地の建設は，ミリ波フェイズドアレイ技術以外は，既

存の技術で十分可能である．
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１９２０年頃から始まった液体ロケット研究や同時に進めら

れたミサイル開発の中で，現在のロケット推進技術の基礎

は確立され［１，２］，以降，長きに渡って人類は化石燃料を推

進剤とした化学ロケットを使用して宇宙空間への輸送を実

現してきた．よく知られたツィオルコフスキーのロケット

方程式は，脱出速度を獲得するに見合う量の推進剤を放出

する必要があることを物語る［１］．結果として，現在用い

られる化学ロケットのほとんどの部分は，打ち上げの際に

捨て去る推進剤を閉じ込めるための容器である．もちろ

ん，ロケットの推進剤は燃料や酸化剤といったエネルギー

源の役割も果たしており，ただ放出されるだけのものでは

ないが，このような方式をとる限りはロケットの軽量化に

は限界があり，したがって打ち上げコストを下げることも

容易ではない．

一方で，今後も宇宙空間への有人飛行あるいは物資輸送

の需要は拡大すると考えられており，特に，宇宙太陽光発

電や軌道エレベータなどの大型建造物の建設にあたって

は，その輸送費の削減は実現可能性を左右する重大な課題

である．そこで，本小特集で紹介したような，宇宙空間へ

の移動の概念を一変させる推進方式を検討する価値が出て

くる．現在，非化学推進と言えば，「はやぶさ」に搭載され

たイオンエンジンに代表される電気推進のことであり，小

推力のために宇宙空間中での使用に限られているが［３］，

本小特集で取り上げたマイクロ波ロケットは，大気圏内で

の使用を想定している数少ない非化学推進である．ジェッ

トエンジンと同じように周囲の空気を推進剤として利用

し，さらにエネルギー源を地上に求め，電磁ビームを介し

てエネルギーが供給される．

ビーム推進の概念自体は意外と歴史が古く，１９７２年に

レーザーによる推進方式が考案されて以降［４］，固体推進

剤のアブレーションを用いる方式とともに［５］，主に電磁

ビームによる絶縁破壊からのプラズマ生成，およびそれに

よる衝撃波駆動を主題として研究が行われてきた［６］．し

たがってある意味では，電磁ビームによる推進技術の研究

はマイクロ波生成プラズマやレーザー生成プラズマの研究

でもあり，第４章では，特にミリ波放電プラズマ研究の最

近の話題を中心に紹介した．放電形態がビーム照射条件に

よって異なることが知られており，それが結果として推進

効率に影響する．近年は，放電形態を予測するための数理

モデルが成熟してきており，数値シミュレーションによっ

て放電形態の制御を議論できるようになりつつある．

しかし言うまでもなく，電磁ビームによる推進技術の

もっとも大きな課題の一つは，ペイロード 1 kg あたりに

10 MW必要となる巨大なビーム供給システムの実現であ

る．本小特集では，この課題を克服するために，どのよう

な検討を行っており，どのような見通しがあるのか，とい

うことを紹介したいと考えた．第２章では，ミリ波空間伝

送における課題を挙げ，現在取り組んでいる研究を紹介し

た．送電側ではビーム結合の技術が今後の大きな課題であ

る．一方，受電側ではどのようにエネルギーを利用するか

によって必要な技術が異なるため，いくつかの手法を並行

して研究していく必要がある．第３章では，マイクロ波ロ

ケットのビーム源として有力な候補であるジャイロトロン

電子管の開発の現状について紹介した．ジェイロトロン

は，ITERの電子サイクロトロン加熱システムに使用され

る計画になっており，その要請から飛躍的に技術が発展

し，また高出力化を実現している．その過程から得た知見

から，クラスタ化することでさらなる高出力をめざす際の

全体像について検討した．また，第５章では，現在検討さ

れている打ち上げシステムを紹介し，その成立に向けた

ビーム発振設備への要求を示した．打ち上げシステムの成

立には，当然既存システムに対する経済的な優位性が求め

られるため，用途やサイズを設定した上で，コスト試算を

しておく必要がある．

実際の打ち上げまでには，本小特集で検討したこと以外

にもたくさんの課題があることは論を俟たないが，当面は

比較的小さいスケールでの原理実証を示すことが課題とな

る．本小特集の執筆者の間では kg級の推進機を 10 m程度

の高度まで打ち上げることが最初のマイルストーンと考え

ているが，まずはミリ波ビームによる放電現象から推力を

得るという最も基本的な部分に対する知見を深めるために

協力体制を築いて研究を進めている．近い将来，その成果

小特集 ミリ波ビームが飛ばす“マイクロ波ロケット”
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を報告する機会があるであろう．
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